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社会保障カード（仮称）の在り方に関する検討会  

これまでの議論の整理（案）  

第1章 社会保障カード（仮称）の基本的考え方  

本検討会が本年1月に取りまとめた「社会保障カード（仮称）の基本的な構想   

に関する報告書（以下、本文中では「基本構想に関する報告書」という）」におい   

ては、基本的考え方について以下のように述べられたところである。  
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l  l  

：人口減少と急速な少子高齢化により、生産年齢人口の減少や年金・医療  

；介護といった社会保障サービスの利用者の増加が見込まれている中で、質の：  
；高いサービスを効率的・効果的かつ安全に提供していくことが求められてい！  
l  

l  

：る。  
l  

；このため、目覚しく進歩する情報通信技術を活用し、利用者が年金・医療・；  

；介護といった社会保障分野のより良いサービスを安心して利用できる社会を：  

ll ：実現し、持続的で利用者に信頼される社会保障制度を構築することが必要で：  
ある。  

l  

これまで社会保障分野においては、年金、医療、介護等それぞれの分野におい  

て情幸田ヒが進捗し、ICカードの導入が検討されてきた経緯があるが、我が国の  

電子政府化の推進が高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT戦略本部）  

の下で、府省横断的に一体となって進められているとおり、本来情報化とは、国  

民の生活に密接に関連する各種事務手続等の多くが統合的に情報化されてこそ、  

最大の効果を発現するものである。   

この点につき、進捗の過程にある等の理由で情報化が部分的である時点におい  

ては、費用対効果を得にくい側面があるとともに、全体最適の観点からは、分野  

ごとに情報化を進め、別々のICカード及び発行の仕組み等を作るのは非効率で  

あることを踏まえ、社会保障カード（仮称）は、将来を見据えた社会保障制度全  

体を通じた情報化の共通基盤として位置付けられるべきものである。   

また、国民生活に密着する社会保障の分野においてこのような基盤が整備され、  

社会的な合意が得られれば、より広い用途で利用することができる可能性もある。  
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ただし、用途の拡大に伴いリスクも高まる可能性があることから、より広い範  

囲の用途に対応できることと、プライバシー侵害等の不安が極力解消されること  

を両立できる仕組みを工夫することが重要であり、また、この仕組みの内容は、  

将来的な用途の範囲を検討する上でも重要な要素となる。   

本検討会としては、社会保障カード（仮称）の仕組みの内容について検討の途  

中ではあるが、一定のイメージを示し、様々なご意見をいただきつつ、検討を進  

めていくことが有益と考え、基本構想に関する報告書の取りまとめ後の検討会で  

の議論を中間的に整理することとした。  
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第2章 社会保障カード（仮称）による効果  

第1章で述べたとおり、社会保障カード（仮称）は社会保障制度全体を通じた   

情報化の共通基盤として位置付けられるべきものであり、このような基盤が整備   

されることにより、   

・社会保障制度における自らの情報や社会保障制度に関する情報の可視化・透明  

化を進めること、  

・効率的にきめ細かなサービスを提供すること  

が一層進むことが見込まれる。また、こうしたことにより、紙媒体を基本とした   

手続等に比べて利便性が向上するとともに、社会保障制度に対する国民の信頼の   

向上につながることが期待される。   

社会保障カード（仮称）の導入により、情報の可視化や自己情報のコントロー  
ルが一層進むという「情報アクセスの基盤」としての役割を果たすことと、効率  

的できめ細かなサービスを可能とする「情報連携の基盤」としての役割を果たす  

ことにより、様々な効果が期待されるが、本検討会では、差し当たり、年金手帳、  

健康保険証、介護保険証の役割を果たし、年金記録等を簡便に確認できるものと  

して検討していることから、第2章においては、この2つの基盤の整備という視  

点で整理した年金・医療・介護3分野における具体的な効果について述べる。  

（1）情報アクセスの基盤としての効果  

（自己情報の容易な入手・活用）  

○ 現疲では、利用者は年金情報、レセプト（医療費）情報、特定健診情報等   

の情報を得るためには、多くの場合、紙の申請書のやりとりが必要となる。   

また、別々の保険者・行政機関から各々取得しなければならず、一括して情   

報を取得することができず、自分が欲しい情報にアクセスしにくい状況であ   

る。  

この点につき、利用者は、年金記録、レセプト（医療費）情報、特定健診   

情報等について、保険者等における環境が整うことを前提として、いつでも   

自宅等からオンラインで確認・入手して生活設計や健康管理のために活用す   

ることが可能となり、さらに、社会保障ポータル（仮称・詳細は後述）を利用   

することで、ワンストップで様々な社会保障に関する情事鋸こアクセスできる。   

（利用者への情報提供）  

（⊃ 利用者が保険給付・適用の手続を忘れていても、保険者等からお知らせす   

ることで手続漏れを防ぐことや、一般的な社会保障制度の概要等の情事酎こ加   

え、住んでいる自治体や年齢に応じた社会保障に関する様々な情報を提供す   

ることもより簡便に実現可能となる。  

ー3－   



（自己情報の管理・安全性確保）  

○ 現状では、例えば年金記録について、標準報酬の誤りや虚偽の届出がされ   

てもすぐに確認する手段がない。  

この点につき、自分の情報を管理し、活用することが可能になり、正しい   

情報への修正、手続漏れや虚偽報告の抑止も可能になる。これにより、例え   

ば将来的な年金記録の誤り防止にも資する。  

なお、情報の確認手段としてねんきん定期便や各種通知等を送付すること   

と比べて、郵送費等のコストを削減することができる。  

○ 現状では、年金記録を始め、自分の社会保障に関する情報について、不正   

アクセスによる盗み見などの可能性に対して適切に管理されているか自分で   

直接確認する手段がない。  

この点につき、不正なアクセス等の監視が可能になり、また、不正アクセ   

ス等の抑止力としても働く。  

○ 現状では、健康保険証、年金手帳等の偽造・悪用がなされた場合があり、   

例えば、知らない間にクレジットカード、銀行口座、携帯電話等の契約をさ   

れることや、それが別の犯罪に使われる可能性がある。  

この点につき、ICカード化することにより偽造・悪用を一定程度防止す   

ることが可能になる。  
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（2）情報連携の基盤としての効果  

（利用者や保険者の負担軽減）  

○ 現在、利用者は、転居や転職等に伴い保険者が変わるごとに、保険証等を   

保険者に返却する必要があるとともに、これにより加入申請漏れ・手続漏れ   

も生じうる。また、各保険者において、被保険者の異動のたびまたは定期的   

に保険証を発行・交付している。  

この点につき、利用者は保険者変更等の際でもカードを返却する必要はな   

く、二L人1枚のカードで年金、医療、介護サービスの様々な保険証や標準負   

担額減額認定証等の役割を果たす。各保険者においても、保険証を発行する   

事務等が不要となり、事務コストが削減できる。  

また、就職の際に正しい基礎年金番号が申告されない等の理由による基礎   

年金番号の重複付番も防止することもできる。  

（医療機関等における事務負担軽減）  

○ 現在、事務面において、レセプトヘの資格情報の転記ミス、医療保険の未   

加入状態での受診や資格喪失後の受診等により、保険者・医療機関・審査支   

払機関に医療費請求における過誤調整事務が発生している。  

この点につき、オンラインでの資格確認やレセプトへの自動転記が可能と   

なり、医療費の過誤調整事務が軽減されるなど、事務コストが削減できる。  

（制度や保険者等をまたがる手続の効率化）  

○ 現在、制度や保険者をまたがって本人を同定することが難しいことから、   

保険の取得手続だけでなく、高額療養費の申請、併給調整のための書類提出   

など、制度や手続が複雑なものが存在し、煩雑な申請手続が必要であったり   

申請漏れが生じたりする。そのため、高額療養費等につき本来もらえるはず   

の給付をもらえない、また、加入手続漏れ等の原因により、払われていない   

保険料等が発生するなど、利用者への負担や事務面での負担が発生している。  

この点につき、例えば高額医療・高額介護合算制度といった制度をまたが   

る事務や、同一制度内でも保険者をまたがる事務が効率化され、手続のワン   

ストップ化や必要な添付書類を削減することが可能となり、利用者にとって   

便利になるとともに、保険者の事務コストも削減される。  

また、保険者が正確な情報の把握ができるようになることから、申請漏れ   

を防ぐために利用者に情報提供をするなど、よりきめ細かなサービスを提供   

することが可能となる。  

（例：高額療養費の申請、被用者保険から脱退した後の国民健康保険への加入  

手続勧奨、その他社会保障に関する情報の提供）  
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○ 現在、各種給付における負担の軽減措置は保険者や制度ごとで設定・適用   

されるのが原則となっているが、保険者・制度をまたがった場合でも自己負   

担額の調整を行うなど、社会保障制度において制度や保険者をまたがったよ   

りきめ細かなサービスを提供できる可能性がある。  

○ 将来的には、本人の希望を前提とした上で、地域の医療機関間や医療機関   

と介護事業者等との情報連携にも活用することも可能となる。   

その他にも、行政機関への申請について、窓口申請ではなぐ電子申請が行いや  

すくなることや、希望者については、身分証明書として利用することができるほ  

か、ICチップの空き領域を利用して追加的な機能を持たせることもできる等、  

基本構想に関する報告書で挙げられた効果が考えられる。  
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第3章 具体化の手法の骨格   

基本構想に関する報告書に基づき、具体的な仕組みについての検討を行ってき  

たところであるがこ その中でも特に中心となる部分につき、第3章で述べる。  

（1）本人を特定する鍵となる情報（本人識別情報）について  

第2章で述べたような社会保障に関する情報の可視化を進め、効率的にきめ細  

かなサービスを提供すること等を実現するためには、制度内・制度間での加入者  

特定が必要となる。   

そのため、基本構想に関する報告書では、カードのICチップに収録する「本  

人を特定する鍵となる情報」（本人識別情報）として、以下の5案を提示した。  

案1 各制度共通の統一的な番号を利用  

案2 カードの識別子を利用  

案3 各制度の現在の被保険者番号を利用   

案13－2 各制度内で不変的な番号を創設し、利用  

案4 基本4情報（氏名、生年月日、性別、住所）を利用   

この5案の比較検討を更に行ったところ、  

・「案3：各制度の現在の被保険者番号」については、保険者が変わる都度、カー   

ドの書き換えの必要が生じること、  

・「案3－2：各制度内で不変的な番号を創設」については、全ての医療保険者や   

介護保険者のシステム改修が必要となること、  

・「案4：基本4情報（氏名、生年月日、性別、住所）」については、同姓同名同   

住所の例、外字の用い方による不突合等が起こる可能性があること  

等を踏まえ、差し当たり、「案1 制度共通の統一的な番号1」又は「案2 カー  

ドの識別子」を基本として更に検討を進めることとした。   

また、上記2案に加え「公開鍵暗号の仕組み2」を用いる方法についても、国際  

標準技術が確立しておりセキュリティを確保しやすいことから、併せて検討する  

こととした。  

1制度共通の統 一的な番号の例については、『「社会保障番号」に関する実務的な議論の整理』（平成  

18年9月22日・社会保障番号に関する関係省庁連絡会議）では、「住民票コード」、「基礎年金番  
号」、「新規番号の付番」が挙げられている。   

コ公開鍵暗号の仕組みを使って電子的に認証する仕組みをいう。本来、識別と認証は異なるものであ  

るが、上述の続‥的な番号や識別子と同様、詣ほl」のためにも用いることから、二こでは、識別する行  

為を含むものとLて用いている。以下同じ。  
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（2）ICカードの活用について  

ICカードは、ICチップ内に情報を収録することで視覚的に情報を隠すこと  

ができることに加え、不正な解析等に対する防御対策がなされた「耐タンパ性」  

を有するといったICチップの性質上、偽造や不正使用が難しく、安全性が高い  

ことから、一般的に利用されている。  

ICカードの安全性  

○耐タンパ性（ICカードを不正に解析する脅威等からの防御対策）   

－チップを取り出した信号解析や顕微鏡解析による不正情報取得、消真電力や  
電圧および処理時間の変化からの情報や鍵の推定などの脅威等に対応した  

対策をしている。  

樹脂による封入によるICチップ取り出しの困難化  多層化による物理解析の困難化  

メモリ回路層→∈＝コ）多層配線構造  
樹脂   

○鍵（暗号鍵あるいはパスワード）の設定による利用条件制限   

一情報が記録されるメモリ上のデータファイルは、ファイルごとに鍵を設定して  

保護される   

一正しい鍵が確認された時に、鍵に応じた読み書きの利用権が与えられる   

－あらかじめ設定された回数の照合や認証に失敗すると、鍵の利用を自動的に  
停止することが可能  

※磁気カードやICタグは、読取装置があれば、データが読める  

磁気カードライターは比較的簡単に入手可能で、偽造も可能  

※メモリカードは、自由に読書き可能   

その一方で、例えば統一的な番号やカードの識別子といった情報をそのままI  

Cチップに収録して個人の識別に用いる場合には、暗号化等の措置をとったとし  

ても、住基カードのように専用端末を用いるなど適切な保護を講じなければ、I  

Cチップから送り出される情報を不正に読み出されるおそれを完全に否定できな  

いが、社会保障カード（仮称）については医療機関等で利用されることが想定さ  

れており、すべての医療機関で専用端末を用いて資格確認等を行うことは考えに  

くい。   

そのため、情報を読み出す端末を無条件に信頼することができないことを考え  

ると、統一的な番号等を情報の送り手と受け手で持ち合うことで本人を認証する  

方法より、情報の送り手と受け手とで異なる情報を持ち、ICチップの演算機能  

を活用する公開鍵暗号の仕組み3を活用する方が、安全性においては優位であると  

考えられる。  

3ICチップから送り出される情報が膨大な桁数の乱数とICチップ内で生成される関数であり、I  
Cチップの内部にのみ格納される別の乱数との演算の結果が合致することにより、本人を認証する方  

法。なお、公開鍵の電子証明書には重複を避けるための整理番号が付けられることになるが、これは  

本人の識別に用いられるものではない．＿  
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ただし、将来を見据えた社会保障制度の有用な基盤として検討を進めつつ、当  

分の間は、情報化が進んでいない手続等と併存する期間が一定程度存在すること、  

様々な理由でICカードの機能を利用できない事由も考えられることから、IC  

カ」ドの機能に依存しない方法も併せて検討を行う必要がある（ICカードの機  

能を利用できない事由は第6章で詳述。）。  

ICカードの機能に依存しない場合における手続等の利便性や正確性の確保に  

ついては、例えば本人識別情報をカードの券面等に記載して可視化した場合には、  

制度・本人の意図しないところで名寄せに使われるなどのリスクが高まる可能性  

が考えられる一方、何らかの可視的な番号等を情報連携のキーに利用することに  

より簡便な仕組みにすることができるとの期待もあることに留意する必要がある。   

そのため、本人識別の方法としては、安全性に優れた公開鍵暗号の仕組みの利  

用を基本としつつ、必要に応じて可視的な番号等を用いることも検討の範囲から  

は除かないこととし、その適切な在り方についても併せて検討していくこととす  

る。  
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（3）中継データベース（中継DB）の活用について   

①中継DBの必要性  

社会保障カード（仮称）の仕組みについては、プライバシー 侵害、情報の一   

元的管理に対する不安を極力解消しつつ、費用対効果にも優れた仕組みとする   

ことが重要であり、具体的な仕組みの検討に当たっては、  

・カードのICチップには医療保険の資格情報そのものや年金記録等の情報  

そのものは収録せず、ICチップ内情報の書き換えの機会を極力減らしIC  

カードのセキュリティを確保する。必要な情報にはICチップ内の本人識別  

情報を用いて外部のデータベースにアクセスする   

・現在、各保険者が給付情報等を保有するデータベースを集約または集積し  

て、個人の社会保障情報を一元管理することは、  

－プライバシーが侵害されるのではないかという不安を惹起する、  

－サイバー攻撃等の標的にされるおそれがある  

ことから、年金・医療・介護に関する様々な情報を一括して保有する大規模  
なデータベースは設けない  

と想定した。   

これらを前提とすると、ICチップ内に収録された本人識別情報をキーにし  

て、各保険者に分散して保存されている情報に確実にアクセスする仕組みとし  

て、アクセスを中継するためのリンクのみを保持する機能を持つデータベース  

（以下「中継DB」という）が必軍となる。   

現在、各制度で個別に付番されている被保険者記号番号等について、これを  

制度共通の統一的な番号に置き換えるという意見もあるが、この中継DBは、  

そのような場合であっても、同様の各保険者へのアクセスを中継する仕組みと  

して必要となるものと考えられる。  

各保険者のデータベース  中継データベース（仮称）  社会保障カード（仮称）  
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この中継DBが保有する情報について、中継DBに様々な情報を持たせるこ  

とは情報の一元的管理が行われるとの懸念が生じることから、中継DBが持っ  

情報は必要最小限の情報とする。   

具体的には、  

・ 本人識別情報  

・各制度の被保険者記号番号等（各種の公費負担医療も対象とする場合につ   

いては、それぞれの公費負担者番号、公費負担医療受給者番号）  

等を保有することとし、資格や給付情報等その他の情報は、現在と同様、各保  

険者が保有することを想定した。その一方で、各保険者は本人識別情報や他の  

保険者が管理する被保険者記号番号を保有しないと想定した。   

なお、各保険者におけるデータベースの整備状況やセキュリティ対策の状況  

を踏まえ、複数の保険者が共同してデータベースを運用すること等の措置につ  

いて更に検討を行うこととする。  

②中継DBの具体的な機能について  

オンラインによる保険資格の確認については、医療機関等からの資格確認の   

要求を中継DBを経由して各保険者のデータベースにアクセスさせることで行   

う。  

年金記録やレセプト等の情報を閲覧する際にも、各保険者が有する情報にア   

クセスすることになるが、各保険者のデータベースに個人が直接アクセスする   

ことは利用者にとって不便であり、また、セキュリティ上も脅威が高まること   

から、中継DBの仕組みを利用することにより、利用者の閲覧要求を中継する   

機能を持たせることが可能と考えられる（詳細は後述）。  

上記に加え、中継DBにおける自分のデータへのアクセス記録を保存するこ   

ととし、その記録を自分自身で確認できる仕組みとすることで、不正アクセス   

による盗み見等の不安を払拭するとともに不正を抑止する仕組みとすることが   

可能となる。  

また、中継DBを利用することで、各制度における保険者間や制度をまたが   

る保険者間の情報連携を円滑かつ安全に行うことができ、事務の効率化が可能   

となる。   

このように、中継DBを置く仕組みとすることは、カードを使って新たなサ  

ービスを使えるようにする際に、中継DBに新たなサービスについてのデータ  

ベー スへのリンクを持たせることでその機能を拡張することが可能であり、I  

Cチップ内に新たなアフウリケーションを書き込む必要はないことから、将来的  

なカードの用途拡大に対応しやすい仕組みと言うことができる。  
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第4章 年金記録等の情報閲覧の方法  

本章では、社会保障カード（仮称）の主要な機能の1つであるオンラインによ   

る年金記録等の情報閲覧4について、その具体的な仕組みについて、セキュリティ   

の確保や利用者の利便性を考慮しながら述べることとする。  

なお、情報閲覧の仕組みを実現するためには、情報を提供する各保険者の環境   

整備（閲覧用データベースの整備、情報の標準化・可視化等）が必要となる。  

（1）情報閲覧に関するセキュリティ上の要件と対策  

社会保障に関する情幸鋸まプライバシー性の高いものが多く、特に、年金記録や  

特定健診情報等は、保険証に記載されている保険資格情報と比べて特に機微な情  

報であることから、自宅などからオンラインでこれらの情報を閲覧することがで  

きるようにするためには、セキュリティ確保のための措置を講じるとともに、オ  

ンライン上で厳格な本人確認を行うことが必要不可欠である。   

オンライン上での厳格な本人確認の仕組みとしては、既存の仕組みを最大限に  

活用し、費用対効果に優れた仕組みとする観点から、現在、電子申請において安  

全性と信頼性が確保された方法として認められている公的個人認証サービスの電  

子証明書を用いる方法等を検討する必要がある。   

また、その他セキュリティ確保のための要件と対策としては、以下のものが考  

えられる。  

【セキュリティ上の要件と対策】  

① 正しいカードが、正しい所有者によって利用されていることの確認  

端末や中継DB等のシステムが、カー＿ドの正当性の確認を行う等の措   

置をとるとともに、本人確認の観点からは、カードの所有者に、暗証番   

号（PIN）の入力等を求めることが望ましい。   

② 改ざんなどがない状態で正しい情報が確認できること  

閲覧情報へのアクセス履歴を保存・確認することや、情報の登録・更   

新を行う者の正当性を確認する等の措置をとる。   

③ 悪意のある者や不正な機器からの攻撃に耐えられること  

カードが、端末や中継DB等のシステムの正当性を確認するととも   

に、情報の暗号化やウイルス対策等を行うことが必要である。   

なお、これらの対策を講じた上で残るリスクや課題について、誰がどのように  

対処するかということに関しては、費用対効果の観点も含め、今後、総合的に検  

討を行う。  

4パソコン等の端末と社会保障カード（仮称）を使って、自宅などで、オンラインで保険者のデータ  

ベースにアクセスし、自分の情報を端末の画面上に表示して確認すること及び当該情報を取得するこ  

とをいう。  
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（2）社会保障ポータル（仮称）の活用   

年金記録等の情報閲覧の仕組みのイメージ   

利用者がオンラインで年金記録等の情報閲覧を行う際、利用者が、年金・医療・  

介護等閲覧を希望する情報の種類によって、異なる保険者のデータベースにアク  

セスすることは不便であるとともに、保険者のデータベースに直接アクセスする  

ことは、たとえそれが閲覧用のデータベースであっても、セキュリティ上の脅威  

を増大させる可能性がある。また、各保険者のデータベースそれぞれにセキュリ  

ティ対策を施すことが必要となり、システムコストが増大する可能性がある。   

このため、利用者と各保険者のデータベースの間に、例えば、中継DBの機能  

を利用することで利用者の閲覧要求を中継する機能を持つ仕組み（ここでは、差  

し当たり、「社会保障ポータル（仮称）」とする。）を置く方法が考えられる。   

このような社会保障ポータル（仮称）が、利用者の閲覧要求を中継することに  

より、セキュリティ上の不安が小さくなるとともに、利用者にとっても、ワンス  

トップで様々な情報にアクセスできるようになるため、利便性の向上が図れる。   

さらに、社会保障ポータル（仮称）を通じて、保険者が利用者に対し個々の状  

況に応じた情報提供を行うなど、利用者に対するきめ細かなサービスも可能とな  

る。   

ただし．、提供される情報の具体的な内容については、利用者の利便性や提供さ  

れる情報の機密性を考慮しつつ、今後検討を行う必要がある。   

なお、レセプトの開示については、現行制度の下では非開示となるレセプトも  

ある5ことから、具体的な開示の仕組みについては、今後検討を行う必要がある。  

5保険者が、医療機関等の意見を踏まえ、レセプトを開示することによって、個人情報の保護に関す  
る法律（平成15年法律第57号）第25条第1項第1号に規定する「本人の生命、身体、財産その他  
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第5章 医療保険事務等の効率化  

本章では、オンラインによる医療保険資格の確認6、医療保険資格情報のレセプ  

トへの自動転記、保険者間の情報連携の強化等に関して、その具体的な仕組みに  
ついて述べることとする。   

なお、本章の記述は、全ての利用者がICカードを保有しており、かつ、医療  

機関等においてもICカードに対応した環境が整備されていることを前提にして  

いる。 ICカードが利用できない状況下等における対応については第6章で述べ  

る。  

（1）オンラインによる医療保険資格の確認方法  

オンラインによる医療保険資格の確認方法のイメージ  

各保険者等（※）の  
資格情報データベース  

④資格内容を   
問い合わせ  

③医療機関から中継データ   
ベースにオンラインで   

アクセスし、資格を確認  

②医療機関は、  
提示された社会  
保障カード（仮称）  

をカード読取機に   
セット  00医院  中継データベース  

中継データベースが持つ情報の  
イメージ  

・本人識別情報．  
・各制度の被保険者首己号番号  
（・公費負担者番号） 等  

医療保険者C  

※複数の保険者が共同  
して資格情報DBを運営  

・、す透蟄今立重出彗ゑ㌔ノ  

中継データベースは被保険者の贅格t給付  
情報等を保育せず、各保険者は、本人を  
特定する鍵となる情報や他の保険者が管理  
する被保険者記号番号を保有しないと想定  

被保険者は自分の資格情報へのアクセス  
履歴を自分で確認できるものとする  

の権利利益を害するおそれ」があると判断した場合（例えば、不治の病であることを本人が知ること  

により、本人の精神的・身体的状況を悪化させるおそれがあるような場合）には、当該レセプトが非  

開示となることがある。  

6社会保障カード（仮称）を剛、て、医療機関の端末から保険者のデータ・ベースが保有する医療保険  

資格情熱こオンラインでアクセスし、医療機関の端末画面上に当該情報を表示させ、医療機関の職員  

が確認する行為を言う。  
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（医療保険資格の確認に関するセキュリティ上の要件と対策）  

医療機関が、オンラインにより、現在保険証に記載されている医療保険資格情  

報の確認を行うことを可能とするに当たっては、セキュリティの確保が必要であ  

り、医療機関における職員による確認が行えることなどを除けば、「①正しいカー  

ドが、正しい所有者によって利用されていることの確認」、「②改ざんなどがない  

状態で正しい情報が確認できること」、「③悪意のある者や不正な機器からの攻撃  

に耐えられること」等、その基本的な要件と対策としては、第4章で挙げたもの  

が当てはまる7。   

ただし、「①正しいカードが、正しい所有者によって利用されていることの確認」  

について、成りすまし受診防止の観点から、医療機関の窓口で、本人確認のため  

の暗証番号（PIN）の入力を求めることが望ましいと考えられるが、利用者本  

人に意識がない場合や医療機関の窓口業務への支障を考慮すると、現在、医療機  

関で実施されている本人確認以上の措置は困難であると考えられる。   

暗証番号（PIN）の入力を求めない場合には、医療機関の職員が正当な権限  

を持っていることの確認を行うことや医療機関におけるカード読み取り端末の認  

証を行う等の措置を検討する必要があり、また、医療機関において必要とされる  

情報以外の情報が見られないような仕組みとする必要がある。  

また、セキュリティに関する課題の他に、保険資格の取得届が提出されてから、  

その内容が保険者のデータベース等に入力されるまでの期間については、データ  

ベース上の資格と実際の資格とが一致しない場合が生じるなど、ICカードを導  

入したことにより新たに発生する運用面での課題や留意点もあることから、これ  

らについて、 今後更に検討を行う必要がある。  

（2）医療保険資格情報のレセプトヘの自動転記について  

医療保険機関の窓口は、利用者のカードを用いて、医療保険資格の確認を行う  

が、その際、レセプトに医療保険資格情報を自動転記することで、保険資格情報  

の転記ミス等を防ぐことができる。   

医療保険資格情報のレセプトへの自動転記の具体的な仕組みについては、以下  

の要件を満たすものとすることが考えられる。   

（D レセプトに自動転記される情報は、診療報酬の請求に必要な最低限の情報と   

する。  

② 医療機関の窓口は、受診の都度、カードを用いて、保険資格の確認を行うが、   

これと同様に、レセプトへ自動転記される情報の取得についても、受診のたび   

に行うこととすると、中継DB等のシステムに大きな負荷がかかることから、  

7なお、ここでは、プライバシ｝保護の観点から、カードのICチップ内に本人諸相」情軒を収録する  

ことによって、当該情報を視覚的に隠すことを前提としており、医療機関の職員が、利用者の本人識  

別情報をカードから読み取り、直接、端末に入力すること等により、保険資格の確認を行うことは想  

定していない。  
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これについては、原則、「初診時」及び「再診時において、前回診療暗から情報  

に変更があった場合」にのみ行うものとする（変更が無かった場合は、情報の  

取得は行わず、医療機関の端末画面上で保険資格確認のみを行うものとする。）。   

なお、この仕組牢が機能するためには、導入により医療機関の窓口業務に混乱  

が生じないようにする8とともに、レセプトに自動転記される情報のフォーマット  
等に関するルール設定等を行う必要があることから、、これらの点について、今後  

検討を行う。   

また、オンラインによる医療保険資格の確認と医療保険資格情報のレセプトヘ  

の自動転記を実現するためには、保険者、医療機関等のシステムの整備・改修や  

安全なネットワークの構築等のために費用がかかるなどの課題が存在することか  

ら、これらの点についても、今後検討を行う必要がある。  

（3）年金、介護保険の資格確認  

社会保険事務所での年金に関する資格確認、介護保険サービスを受ける場合   

の資格確認についても、医療保険と同様の又はそれに準じた仕組みで行うこと   

が考えられるが、これらについては、関係者の意見を聞きつつ、今後更に検討   

を行う。  

8医療機関においては、特に、月曜日の午前中に外来患者が集中する傾向があるが、混雑した場合で  
あっても、事務等に大きな混乱が生じることのないようにする必要がある。  
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（4）保険者問の情報連携  

高額介護合算療養費や出産育児一時金の給付のように、制度や保険者をまた   

がった調整が必要な事務については、各保険者が、加入者本人に対し、他の制   

度における給付内容等に関する添付書類の提出を求めたり、氏名等の情報をも   

とに他の保険者等に電話で問い合わせを行ったりする必要があるなど、加入者   

本人にも、保険者にも負担が生じる。  

また、これらの給付は、加入者からの申請に基づいて行われるため、手続漏   

れにより、本来受けられるはずの給付が受けられないといった事例や、転居・   

転職等に伴い必要となる保険資格の取得手続を忘れていたことで、本来納付す   

べきはずの保険料が納付されないといった事例が発生している。  

こうした課題を解決するため、中継DBを使った保険者間の情報連携の仕組   

みついて検討を行った。そのイメ」ジは、下図のとおりである。  

なお、保険者間の情報連携の仕組みについては、適正な情報連携に限定する   

ため、アクセス履歴を残し、本人が自分で確認できるものとするなど、プライ   

バシー侵害・情報の【一元管理に対する不安が極力解消されるようにするととも   

に、このような仕組みを実現するに当たっての課題にも留意しつつ、運用面で   

の対応や制度的な対応を行うことを含め、今後、更に検討を行う必要がある。  

保険著聞の情報連携の仕組みの例  中継DBは介護保険被保険者番号を基に、  
当該被保険者が  
書 目医療綜険者し属仁l。、，。∫  
プ 子のぎ奉療併瞳り）雑件陪賓詳≒宣∬旨ミ  

を抽出  
j 医療保瞳被楳精一有責！ミ≒曇寺害鳥丁頼皐；！  

暗子昔宥  

中継DB  

医療保険披  
基礎年金  

医療保険被保険者番号  

暗号化された医療保険被  
保険者記号番号を復号  
検吉正できることによリ  

斗確執川す■）パブノj一計一二i  

開い妄；ヰ1†J「あ云）  

を確認し、医療保険被保険者  
記号番号を基に、  
－ 当該績謀叛壱〕橘頼   
清華ヨ 捏汗引清華  

を抽出   

介護保険被保険者番号  
資格情報  
給付情報  給付情報  

当該者に関する情報を  
A介護保険者に回答  
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第6章ICカードが使用できない場合の対応  

第4章・第5章においては、すべての利用者がICカードを保有し、かつ、医   

療機関等にもICカードに対応した環境が整備されていることを前提としていた   

が、実際には、カード導入後の「現行の被保険者証等からの移行期間」や「訪問   

看護・往診の場合等カードが使用できない状況」、「停電、ネットワークのトラブ   

ル、カードの破損等により一時的にICカードの機能が使用できない状況」が存   

在する。  

このような期間・状況においてどのような対応をするかについて、検討を行っ   

た。  

（1）オンラインによる医療保険資格の確認・レセプトへの自動転記について  

医療機関においては、ICカードの機能が使用できない場合等であっても、   

何らかの形で保険資格の確認とレセプトの作成を行わなければならず、少なく   

とも、現行の健康保険証と同等の運用が継続できるようにすることが必要であ   

る。  

これらのことを考えると、例えば、以下の①及び②の場合には、下記のいず   

れか（又はその組み合わせ）での対応が考えられる。  

①ICカードの故障、破損等によりICチップ内の情報の読み取りができな  

い場合  

医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   

・カード券面（裏面を含む。以下同じ。）に、資格確認やレセプト請求が可  

能な情報を記載しておく。   

②ICカードに対応した環境が整備されていない場合（又は、読み取り端末  

の故障やネットワークやシステムが停止した場合）  

医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   

・カード券面に、資格確認やレセプト請求が可能な情報を記載しておく。   

・携帯電話等の携帯端末でICカードを読み取り、資格確認を行う。  

以上のことから、移行期間やICカードの機能が使用できない状況において   

も、現行の被保険者証と同等の運用を継続するためには、保険資格情報を記載   

した別紙を交付することや、カード券面に、資格確認やレセプト請求が可能な   

情報を記載しておくといった措置が必要となる。  

これらの措置については、別紙を交付することは交付主体の事務が増えると   

ともに、利用者はICカードと別紙の両方を携帯しなければならない場合もあ   

り、利便性を損なうといった面がある。また、カード券面にレセプト請求等が   
可能な情報を記載することについては、本人識別情報とは別の情報ではなく、  
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制度共通の統一的な番号等を記載する場合には、制度・本人の意図しないとこ  

ろで名寄せに使われるなどのリスクが高まることになる。この点につき、医療  

保険・介護保険における共通番号を導入し、活用すべきではないかとの意見も  

ある。   

以上の点も含め、「現行の被保険者証等からの移行期間」や「訪問看護、往診  

の場合等ICカードが利用できない状況での運用」、「停電等のトラブル発生時  

の運用」について、それぞれの相違点にも留意しつつ、制度的な対応、技術開  

発による代替手段の確立（携帯電話等の携帯端末の活用）も含めて、具体的な  

対応策を今後更に検討する必要がある。  

（2）年金記録等の情報閲覧について  

年金記録等の情報閲覧については、オンラインによる医療保険資格の確認や   

レセプトの自動転記と異なり、一時的にICカードが使用できない状況等にお   

いて、何としてもその場で行う必要があるとは考えにくい。  

したがって、例えば、ネットワーク環境が回復するのを待ってから行う、社   

会保険事務所等に設置する情事郎結末から情報を閲覧する等の方法で対処が可能   

であると考えられる。  
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第7章 カードの発行一交付方法等  

（1）カードの発行・交付方法検討に当たっての考慮要素  

これまで述べてきた社会保障カード（仮称）の仕組みは、カードが確実に本  

人に交付されたという信頼が存在することが前提となる。  

具体的なカードの交付方法を検討するに当たっては、  

① 交付対象者が市町村や保険者の窓口に行く必要があるかどうかといった  

「交付対象者の利便性」  

② カード交付までに必要となる手続やそれに必要となる時間といった「交  

付者の事務負担」  

③ どの程度確実に本人同定ができるかといった「技術的な実現可能性」  

などを踏まえる必要がある。  

その際、交付対象者が窓口に行く必要があるかどうかやカードの交付を郵送   

で行うことができるかについては、社会保障カード（仮称）の機能に鑑み、カ   

ード交付時にどの程度厳格な本人確認を必要とするか等を検討する必要があり、   

厳格な本人確認による信頼性確保と交付対象者の利便性等とは、一方を重視す   

れば一方は不十分になる関係にあることに留意する必要がある。  

（2）検討に当たっての仮定  

現在の年金手帳9、健康保険証、介護保険証は年金・医療・介護の各制度の保   

険者から発行・交付されているが、これらの保険者は、制度により、国、市町   

村、健康保険組合等と異なっている10ことから、1枚でこれらの保険証等の役割   

を果たす社会保障カード（仮称）の発行・交付方法について検討するに当たり、   

カードの発行主体、交付主体について以下のような仮定を置いて検討を行った。  

なお、これらの検討に当たっての仮定については、地方自治体や関係省庁の   

了角牢を得たものではない。  

① カードの発行主体については、社会保障カード（仮称）が年金手帳、健康   

保険証、介護保険証といった複数制度にまたがる機能を持つことから、年金   

制度、医療保険制度における調整に関すること等を行うとされている厚生労   

働大臣であると仮定。   

② カードの交付主体については、  

・住民基本台帳カード・公的個人認証サービスの発行の仕組み、基盤、運用  

の実績を有していること  

・国民から見てもっとも身近な行政主体であり、一般的に利便性が高いこと   

等を踏まえ、市町村と仮定。  

9初めて加入した年金制度が共済年金制度の場合、年金手帳は交付されず、基礎年金番号通知書が交  
付されている。  
10年金については国や共済組合が、医療保険については国、健乗除険組合、市町村、共済組合、国  

民健康保険組合、広域連合等が、介護保険については市町村等が保険者となっている。  

ー20－   



（3）出生時の発行・交付方法（出生時フロー）  

カードの発行・交付方法を検討する際には、発行されたカードが広く利用さ   

れるものとなることも重要であり、そのような観点も含め、出生後初めてカー   

ドを交付する場合（出生時フロー）として、「健康保険証として利用できるカー   

ドを発行する案」と「先にカードを発行して後から健康保険証として利用でき   

るようにする案」について検討を行うとともに、それぞれにつき、利用者の利   

便性向上の観点等から、被用者保険の場合に医療保険の被扶養者届を市町村で   

受け付ける案について検討を行った（出生時については、一定年齢以下の者は   

扶養者や世解主のカードでサービスを利用することとする案も考えられる）。  

（出生時フロー）  

健康保険証として利用できるカ  

ードを発行する案   

先にカードを発行して後から健  

康保険証として利用できるよう  

にする案  

市町村に被扶養者届を提出する案   

医療保険者に被扶養者届を提出する案   

市町村に被扶養者届を提出する案  

医療保険者に被扶養者届を提出する案  ＜＝二  

（4）既発行保険証からの切替え、住所変更時の手続き等  

これらに加えて、社会保障カード（仮称）導入時においてすでに発行され   

ている保険証等を切り替える場合の方法、発行されたカードにつき、転居、   

氏名変更、保険者輿動、カード紛失・更新等の際の手続をどのようにして行   

うか等についても検討を行った。  

（その他の検討項目）  

医療保険者で手続きして市町村で交付する案  

市町村で手続きして市町村で交付する案   

20歳未満で就職した場合  

未就職で20歳に到達した場合  

・既発行保険証等からの切替え方法  

・年金手帳としての機能の追加方法  

住所変更  

氏名変更  

医療保険者変更   

介護保険者変更  

■保険者異動時等の手続・カード使用方法  

・カード紛失時、破損時の対応方法   

■カードの更新方法  
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（5）今後の検討方針  

上記のカードの発行・交付方法等11については、  

・そもそも被扶養者届を市町村で受け付けることができるかどうか  

・関係者間でどのように交付対象者の情報をやりとりし本人を同定するか  

といった課題もあることから、上記で述べた交付対象者から見た利便性や交付  

に係る事務負担といった観点から、今後さらに市町村等の関係者の意見を踏ま  

えつつ、精査していくこととする。   

その際には、出生時からカードを交付する必要があるのかどうかについても  

議論があったことに留意する必要がある。  

11今回、発行・交付方法の検討に当たっては、仮に、カード発行時に併せて、交付対象者からの申  

請に基づき、オンライン認証の周途を持たせた公的な個人認証サービスの電子証明書の発行を受ける  
場合として資料を作成したが、カード交付後に必要に応じ、電子証明書の発行を申請する場合や、そ  

もそも電子証明書を用いない場合も可能である。  
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第8章 関連しうる他の仕組み等の活用のための課題  

費用対効果を高めるといった観点からは、社会保障カード（仮称）で必要とす   

るICチップを含む媒体や認証基盤、医療機関等におけるネットワーク基盤等に   

つき、関連しうる他の仕組み等を可能な限り活用することで、社会保障カード（仮   

称）のためだけに新たな投資を行うことを極力避けることが重要である。  

（1）既存のICカードーICチップを含む媒体の利用   

①住民基本台帳カード  

現在市町村から交付されている住民基本台帳カード（住基カード）の利用に   

ついては、既存のICカードや市町村が有するカードの発行基盤を利用するこ   

とで費用対効果に優れた仕組みとすることが可能であり、さらに、既発行の住   

基カードを社会保障カード（仮称）として活用できる場合には、新たなカード   

の発行を不要とすることができると考えられる。  

平成20年6月11日にIT挙帥各本部でとりまとめられた「IT政策ロード   

マップ＿」においては、「住民基本台帳カードの普及にあたっては、社会保障カ   

ード（仮称）の議論と一体的に検討を進める」とされているところであり、今   

後更に検討を進めていく必要がある。  

その際には、現在の仕組みを前提とすると、  

巾町村をまたがる住所変更の際には住基カードの再発行が必要となるこ  

と  

住基カードは希望者に交付することになっていること  

現在の住基カードは自治事務として市町村長が発行責任者となっている  

こと   

等に留意する必要がある。  

②その他のICカード   

金融機関により発行されたカード等の既に民間で発行されているICカード   

を媒体として利用できるかについては、技術的に可能と考えられるものの、  

媒体の提供主体ごとに媒体管理のシステムが異なり、サービスの相互運  

用性が確保されていない。  

一般的に民間カードにおいては、カード発行者がカード所有者となって  

おり、利用者の状況によっては、カード発行者がカードを回収する等の場  

合がある 。この時、社会保障サービスを受けられなくこなることが考えられ  

る。   

等の問題点があり、今後、更に検討する必要がある。   

その他、外国人に対して発行することが検討されている在留カード（仮称）   

等、他の分野におけるICカード化の動向についても留意する必要がある。  
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③携帯電話  

携帯電話を媒体として利用できるかについては、技術的に可能と考えられる   

ものの、   

・媒体の提供主体ごとに媒体管理のシステムが異なり、サービスの相互運  
用性が確保されていない。   

・現在の手続を前提とした場合、媒体と本人との結びつきの厳格さに欠け  
るおそれがある。（例：他人に成りすまして携帯電話を購入している場合）   

等の問題点があり、今後、更に検討する必要がある。  

（2）認証基盤の活用   

①公的個人認証の活用  

情報の閲覧等を行う際、ネットワーク上での厳格な本人確認を行うことによ   

り成りすましなどを防ぐ必要がある。その具体的な仕組みとしては、現在、電   

子申請において安全性と信頼性が確保された方法として認められている公的個   

人認証サービスの電子証明書を用い る方法等を今後検討する必要がある。   

（∋HPKIの活用  

厚生労働省で構築している保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI：   

HealthcarePublicKeyInfrastructure）12を資格確認等における医療関係者資   

格を有することの確認に用いることを今後検討する必要がある。また、現在、   

HPKIは電子署名基盤であることから、認証用証明書の発行についても今後   

検討する必要がある。  

（3トネットワーク基盤としてのレセプトオンラインネットワークの活用   

平成18年4月から開始された、医療機関や薬局から審査支払機関へのレセプ  

トの送付のオンライン化は、規模による段階的整備が今後進捗する予定である。   

今後、医療機関等と審査支払機関とのネットワークが整備されていくことが見  
込まれ、また、これらの動きを踏まえ、医療機関等のIT基盤が整備されていく  

ことが想定される。   

医療機関等におけるオンライン資格確認を可能とするための環境整備について  

は、新たな投資を極力避けるため、これらの基盤を活用することが有効と考えら  

れる。   

（4）電子政府関連施策等との連携   

現在、内閣官房で検討が行われている電子私書箱（仮称）及びオンライン利用  

拡大策等の電子政府への取組みの動向や、社会保障分野の周辺で進捗する他の情  

報化政策にも注意を払いっつ検討を進める必要がある。  

12電子署名法にも適合した電子証明書を用いて、実在する自然人であることと同時に、医師・  
薬剤師等医療に関する公的資格を有することを証明するため、保健医療福祉分野の公開鍵基盤として  
構築した電子署名検証基盤  
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第9章 おわりに  

社会保障カード（仮称）の在り方については、現段階で本検討会として一定の  

結論を得たものではなく、本とりまとめは、様々な仮定を置いた上で、これまで  

の議論を整理したものである。  

社会保障カード（仮称）については、カードによって実現可能なことについて  

の様々な期待がある一方で、情報化や制度横断的な取組みに対しては漠然とした  

不安の声があるのも事実である。こうした中で、具体化に向けた議論を丁寧に積  

み重ねていくためには、   

一定の仕組みのイメージを仮置きし、その仕組みによって実現可能となるこ  

と、その仕組みのコスト、想定されるリスクを具体的に示すことが不可欠であ  

ること   

その仕組みや仮置きに至った検討内容を示すことで、別案の検討を進めるこ  

とも可能となること   

逆に何らかの仕組みを整理した上でなければ、実現可能なこと、コスト、リ  

スクの整理は不可能であり、丁寧な議論ができないこと  

から、本検討会においてはこれまで、社会保障カード（仮称）の仕組みの検討を  

先行させてきた。   

様々な仮定を置いた上での仕組みのイメージではあるが、これまでの検討の第  

一のポイントは、ICカード（ICチップ）、本人識別情報、中継DBを組み合  

わせた仕組みであり、   

本人識別情報の保有をICチップと中継DB内に限定することなどにより、  

その流出リスクを極力回避しつつ   

現在各保険者が保有する年金・医療・介護に関する様々な情報を一括して保  

有するのではなく、中継DBを経由して各保険者等が保有する情報へのアクセ  

スを行い、同時に中継DBへのアクセスを監視することにより、個人情報の流  

出リスクを効率的かつ効果的に回避する   

また、この仕組みは社会保障カード（仮称）の将来の用途拡大に対応する場  

合のコストを抑える  

ことができるものである。  
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仮置きではあるが、これまでの議論を整理した仕組みのイメージを示すことで、  

今後、様々なご意見や、コストやリスクを抑えつつメリットを高めるアイデアを  

促すことが期待され、国民の皆様の理解を深めていくことに資するものと考えて  

いる。   

また、こうした仕組みのイメージを示すことは、社会保障カード（仮称）と並  

行して内閣官房等で検討が進められている電子政府への取組みなど関連する様々  

な施策を含めた全体最適を実現するための検討にも資する。  

一方で、社会保障カード（仮称）の仕組みの実現のためには、更に検討すべき  

課題も多い。   

今回提示した仕組みのイメージについても、これまでに述べた個々の課題の他、  

例えば次に挙げるような課題があることから、こうした課題を検証しながら検討  

を進めることが重要である。   

・各制度・現場の状況を踏まえた対応  

・ 医療機関、保険者等の環境整備をどう進めるか  

・現行の保険証等からの切り換えに伴うリスクの分析  

・社会保障カード（仮称）の仕組みに要するコストの試算  

受益と負担の関係も踏まえた費用負担の在り方   

ITの利用に不慣れな方等、様々な利用者への配慮   

本検討会としては、今後も、検討状況を中間的に整理し、様々なご意見をいた  

だき、それを踏まえつつ、更に検討を掘り下げていくという取組みを継続してい  
くこととしたい。  

ー26－   



参考資料1  

住民基本台帳カード  

住 基    公 的    証 明 羞二      印 鑑 登 録 証 A P  図 国 日      そ の  ネ ツ   個 人 手刀   等 自 動     館 力 l    他 独 自  ト    口一t♪ 証   交     ド    利 用  A P   口 A P   付 A P     A P    A P  



住民基本台帳カードの記載事項等  

Ⅰ券面記載事項  
住民基本台帳カード  

r－l－トーl  l‾T‾‾l 「‾－「－● △△市 畜 「‾l「‾l   

、＿＿L′  

2000年○月○ロまで有効  

氏 名   住基 太郎  

連絡先  △△市役所市民課TELこ123－456－7890  

（A）氏名、住基カードである旨、交付地市町村名、有効期限  様
式
 
A
 
 

希望者はさらに  

（B）生年月日、性別、住所、写真（→身分証明書）   

※券面に住民票コードは記載されません。  様
式
 
B
 
 

ⅡICチップヘの記録事項  

③独自利用領域   

■利用者番号（≠住民票コード）など   

②公的個人認証領域   

■電子署名用の秘密鍵   

・電子証明書   

りくスワード  

基本利用領域   

・住民票コード   

・相互認証情報   

・暗証番号  



住民基本台帳カードの交付の流れ  

＜主な作業項目＞  ＜主な作業内容＞  

一住民から住民基本台帳カード交付申請  
・本人確認（運転免許証など写真付きの官公署発行の免許証等で確認。これらがない場合は  

住民基本台帳カードを申請した住民の住所に照会書を送付し、後日、住民がその回答書及び  
本人確認書類（市町村の交付する敬老手帳など。写真なしで可）を持参することにより確認。）  

t申請内容のチェック  

・ニ重交付に該当しないかのチェック  

■申請内容をシステムに登録  

② 申請内容の審査・   

システムヘの登録  

⊥二二二二」■  

・住民基本台帳カード表面に氏名、有効期限等を印刷。身分証明書とする場合は、更に、住所、  

生年月日、性別、写真を印刷。  
・カードICチップ内に住民票コード、相互認証情報等を記録。  

③カード券面印刷・  

lCチップヘのデータ書込  

住民が住民基本台帳カードに暗証番号を設定。  
暗証番号の設定によりカード利用が可能になる。  

t即日交付でない場合、住民基本台帳カードを申請した住民の住所に照会書を送付し、  
窓口で住民の持参した回答書及び本人確認書類により本人確認。   

＜凡例＞ ⊂⊃ 住民と職員が窓口で行う作業  

亡コ 職員が行う作業  



参考資料2  

公的個人認証サー  ビスの概  

亨■1：‡            甲   ≡P  

畠       準         確   ⊂l  が                     規  ロ    サ                   匡l                   主  ん  

1≡≡享…                                              苫   ：■．  
三≡           提  

ヶ  



公的個人認証サービスの特長  

1．厳格な本人確認  
・本人確認に基本4情報（氏名、住所、性別及び生年月日）を使用。  
・住民基本台帳ネットワークと連動して、毎日、失効情報を更新することにより、厳格な本人性の  
確認を実現。   

2．電子証明書の用途  

・主な用途は、国税の電子申告・納税システム（eTax）、自動車のワンストップサービス、  

不動産の登記等   

t法律の規定により、電子証明書の有効性を確認できる者（署名検証者）を現在は行政機関等、  

民間認証事業者に限定。   

3．サービス利用に必要な費用  
（電子申請を行う住民）  

・電子証明書の発行を申請する際に手数料（500円）を市町村窓口に支払う。  

・自宅のパソコン等で電子申請を行うには、ICカードリーダライタを別途、準備する必要。  

（失効情報の提供を受ける署名検証者）  

・情報提供手数料を指定認証機関に支払う。   

4．電子証明書の格納媒体  
・電子証明書は、一定のセキュリティを満たすICカードに格納可能。  

・現在使用されている格納媒体は、住民基本台帳カードのみ。   

■  

5，二重発行の禁止   
電子証明書の二重発行を禁止している（法第6条）。   

6．電子証明書の発行状況   
平成20年7月末現在で、約73．7万枚。   



公的個人認証を活用するメリット  

個人情報資産を預かるシステムの認証基盤として、公的個人認証には以下のメリットがある。  

◆「成りすまし」の防止により厳格な本人確認が可能  

セキュリティ面  

◆「改ざん」「送信否認」防止による高セキュリティ情報の取扱いに最適  

◆公的主体（地方公共団体が自ら運営）による認証基盤として3年   

間の安定運用実績  

◆既存の基盤・法制度（公的個人認証法）の利活用による迅速なス   

タート  

運用面  

◆既存設備等（センタ、全国の市区町村窓口）が利用可能   



参考資料3   

HPKl（Hea［thcareP。blicKeylnfrast，。Ct。re） とは  

HPKIでターゲットされる国家資格  

。電子証明書のhcRoleに保健医   

療福祉分野の国家資格を格納し   

ている。  

・電子署名を付与することで、個人   

の証明と国家資格保有の証明が   

同時にできる。  

・つまり、保健医療福祉分野にお   

ける資格を証明することが可能   

な公開鍵基盤。  



HPKIの特徴  

電子証明書の中に『保健医療福祉分野の国家資格』と『医療機関等の管理者の資格』の情  

報を格納するように規定  

電子証明書自体に保健医療福祉分野で必要な資格を埋め込み、証明書だけで資格を証明   



HPKIで実現できること  

共通の証明書ポリシに適合した認証局から発行された電子証明書による電子署名で  

あれば、違う認証局から発行された電子証明書による電子署名でも正しいと確認する  
ことが可能に  

電子署名を中心とした病診・診々連携、患者との連携の例   



≪これまでの取扱い≫   

紙又は電子媒体  

≪これまでの取扱い≫  

紙のみ  

平成18年度に電子媒体やオンラインを追加  

平成23年度からはオンラインのみ  

1・里成18年4且狼＿呈出目迎塵星蛙電子媒体lこ加えて、オンラインlこよる請求も可儀  

2．  

①平成嘲ライン請求lこ限定   
・病 院：規模、コンピュータの機能・導入状況により、20年度から（400床以上）、  

21年度から（400床未満）等 

一診療所：コンピュータの導入状況により、22年度から（既に導入している診療所）、  

それ以外は23年度から   

■ 薬 局 ：コンピュータの導入状況により、21年度（既に導入している薬局）から、  

それ以外は23年度から  

②平成23年4  からは、原則として全てのレセプトがオンライン化   



参考資料5   

の実現に向けた 基盤整備に関する検討会」につ 

検討会構成員（50音順敬称略）  

健康保険組合連合会理事  

東京工業大学大学院理工学研究科教授  

ヤフー株式会社会員サービス事業部長  

独立行政法人情報処理推進機構  

情報セキュリティ分析ラボラトリー室長  

筑波大学大学院  

図書館情報メディア研究科准教授  

東京大学大学院情報学環教授  

東京大学大学院法学政治学研究科教授  

東京電機大学未来科学部  

情報メディア学科教授  

東京大学大学院情報学環准教授  

池上 秀樹  

大山 永昭  

神谷 寿彦  

小松 文子  

新保 史生  

須藤 修  

寺本 振透  

安田 浩  
（座長）  

山本 隆一  

※ オブザーバー：関係府省   







参考資料6  

平成20年6月4日  
次世代電子行政サービス基盤等検討プロジェクトチーム   



具体的な目標  サービス基盤のイメージ図   

漂 臥  
領   

チャネル  
iコ  

．．   

法人艶旺カー  

1．利用者視点でのサービス提供   
㊥ 情幸艮提供を含む簡素で便利なワンストップサービスの  

実現   

穏 縦割り行政を排除したサービス提供   
拶 申請主義から脱却したプッシュ型サービスの提供etc．  

利用者  lD・パスワード讐  

パソコン 固定t穂・手先等t括 テレビ  

．壷筆▼＿  姦  
モ子私音籍  
（仮称）   

次世代電子行政サービス  

～Menu■－  客種ポータノ  
サイト  

情報提供サービス  手続ワンストップサービス  

手掟一情報提供連携サービス  
閉の姦  
♯桟サービス   

ASP、Sa aS）  

ーノ・－ノ・・■〝¶▲丸，∴－－  

し⊥警誓竺一三二～  
客種ネットワーク  

民間サービス連携  行政サービス連携  

民間企t  

多くの利用が見込め、かつ国や地方、個人や企業が係わるイ  
ベントである「引越」と「退職」のワンストップサービス実現を次  

世代電子行政サービスの第一歩とする。   

4．国民と行政の信頼強化   
歯 行政サービス・情報づロセスの見える化   

穏 個人情報へのアクセス履歴の本人からの閲覧etc．  



BPRによる効率化、添付書類の削減、一元的でわかりやすい情報提供などを推進  

引越ワンストップのイメージ  退職ワンストップのイメージ  

幅l感麹．転 L篤 続 
農  羞  

転出準備  

従  ・引越義鎮居の決定  
・保育園の決定  
・引越会社の決定 et¢．  嵐楓  健保組合  

】享年基金等   

自治体一国・モの 電気・ガスなど  

オンラインによる申請   

転出準備  
・引越先住居の決定  
一保育園の決定  
・引越会社の決定 et¢．  



1．窓口（ポータル）   
励 行政機関（国、地方）の垣根を取り除いたサービス提供   

㊥ AP怪公開するなどにより、民間との連携を実現   

歯 手続や関連する情報の見える化を実現   
毯 窓口においてもワンストップサービスの享受etc．  

2．認証・署名   
埴 セキュリティレベルを考慮した上での、利便性の高いID・  

パスワードを活用したサービスも実現   
埴 携帯電話の認証サービスの活用   

窃 シングル・サイン・オンによる認証の煩わしさの排除 etc．  

フロントオフィス  

ワンストップポータル  

24時間365日  
電子交付  

ライフイベント  

ー引越（個人）  

一退職（企業）  

・住民登録   
・国民健康保険   
・介護保険 等  

民間手続   
・電気－ガス   

・健康保険組合   

：申請データの流れ  

触柚磯：行政情報の流れ  

マイページ  

「マイ eGov」  

民間機関  
電気・ガス・銀行－t・  

※ 行政情手引ま各機関のデータベースに保有し、連携は疎結合により実現。  

3．バックオフィス連携   
偽 本人の同意を得ることを前提とした制度整備   

磁 疎結合による連携の実現（データの集中化はしない）   

励 個人情報保護の観点から充分なセキュリティー確保   

歯 バックオフィス連携できない機関への配慮 etc．  

4．標準化   
⑬ 最終的には1つの標準仕様で連携を実現   

醤 複数の標準化アプローチ（トップダウン、ボトムアップ）の採用   

◎ 標準仕様対応が困難な機関への配慮 etc．   



を推進する。先行プロジェクト  
行い、知識創造の社会へ導く   
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現行の年金手帳・被保険者証について  （1／2）  

＼ ＼   年金手帳   
健康保険被保険者証  
国民健康保険被保険者証   

介護保険被保険者証   雇用保険被保険者証   

国民年金法第13条  
根拠規定  厚生年金保険法施行規則第81条  健康保険法施行規則第47条  

国民健康保険法施行規則第6条、第20条   
介護保険法施行規則第26条   雇用保険法施行規則第10条   

年金手帳の様式を定める省令  

●年金や一時金の請求をするときに社会保険  ●保険医療機関等で診療を受けようとするとき、保険医療  ●要介言蔓（要支援）認定の際、市町村に提出  ●雇用保険被保険者証の交付を受けた者が  
事務所等に提示  機関の窓口に提出  一度被保険者資格を喪失し、再び被保険  

●介護サービスを受けようとするとき、事業者又は施設の  
●年金や一時金についての相談を受けるとき  窓口に提示  
社会保険事務所等に提示  ●被保険者の氏名及び事業所名称等に変更のあったと  ●被保険者が他の事業所に転勤した場合や  

●被保険者の氏名及び住所等に変更のあったときに  氏名を変更した場合に、事業主に提示  
必要になる場合  市町村に提出  

ときに社会保険事務所等に提出  【国保】  ●被保険者となったことの確認の請求をした  
●被保険者が被保険者の資格を喪失したときに市町村に  

等  ときなどに、市町村又は国民健康保険組合に提出   提出  

等   

交付主体   社会保険庁長官   【健保】社会保険事務所長等又は健康保険組合  
【国保】市町村又は特別区又は国民健康保険組合   

市町村等   公共職業安定所長   

往）厚生年金の被保険者  【健保】被保険者及び被扶養者  
・第1号被保険者  

交付対象   ②国民年金第1号被保険者■第3号被保険者   【国保】被保険者  
・第2号被保険者のうち、①要介護（支援）認定を申請し  被保険者   
た者及び②介護保険被保険者証の交付を申請した者  

原則、個人単位  
交付単位   個人  ただし、国保と健保組合においては、経過的に世帯単位  個人単位（第2号被保険者については、要介護（支援）認  

定を申請した者若しくは交付を希望した者に交付）   
個人   

の交付を認めているところ。  

【国年】   【健保】   （貸1号被保険者）   ●事業主が公共職業安定所に資格取得届を  
●第1号被保険者は市町村に資格取得届を  ●事業主が保険者に資格取得届を提出   ●65歳到達による資格取得については、市町村への届  提出  
提出   ●被扶養者については、被保険者が事業主を経由して  出不要  
●第3号被保険者は、その配偶者が使用され  ●他市町村からの転入による資格取得には、届出が必要  
る事業主又はその配偶者が加入する共済  】   

組合等に資格取得届を提出  【国保】  】   

●被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が資格  
交付手続                              【厚年】  取得届を市町村に届出  】  

●事業主が社会保険事務所等に資格取得  （第2号被保険者）次のいずれか  
届を提出   ●保険者に要介護（支援）認定を申請  

●保険者に介護保険被保険者証の交付を申請  



（2／2）  

年金手帳   
健康保険被保険者証  
国民健康保険被保険者証   

介護保険被保険者証   雇用保険被保険者証   

一氏名  ・氏名  
・生年月日  

・氏名  ■氏名  
・生年月日  

・性別  
・生年月日  ・生年月日  

・性別   ・性別  
・住所（健保は被保険者証裏面等に自署）   ・住所  

・基礎年金番号  ・被保険者記号番号   
・交付年月日   

・被保険者番号  ・被保険者番号  
・保険者番号   

・変更後の氏名（変更日） 
・保険者番号（保険者の名称一印）  

・保険者名   ・交付年月日  
・交付年月日   ・要介護状態区分等  

「国民年金の記録」欄  ・資格取得年月日   ・認定年月日  
券面記載事項  ・世帯主氏名【国保】   ・認定の有効期間   
（（＊）は自署）  ・被保険者の種別（＊）   ・被保険者氏名【健保一被扶養者の場合のみ】   ・居宅サービス等における区分支給限度基準額  

・資格喪失日（＊）   ・有効期限【国保】   （サービスの種類とその種類支給限度基準額）  
・資格の種別変更日（＊）   ・事業所名称【健保】   （※バウチャーを発行する市町村についてはバウチャー  

・事業所所在地【健保】   切り分け欄）  

「厚生年金保険の記録」欄  ・保険者所在地【健保】   t認定審査会の意見及びサービスの種類の指定  
t事業所名（＊）  t給付制限（内容及び期間）  
■事業所所在地（＊）  ・居宅介護支援事業者又は介護予防支援事業者  
・資格取得年月日（＊）  及びその事業者の名称（届出年月日）  
・資格喪失日（＊）  ・介護保険施設等種類・名称（入退所年月日）  

（※労災保険の介護補償給付等の受給者に  
ついてはその旨と常時介護・随時介護の別を記載）   

媒体   紙   紙・プラスチックカード・ICカード 等   紙   紙   

返納の必要   
なし   あり   あり   

（原則、生涯ひとつ）   （資格婁失時及び更新時）   （資格喪失時）   
なし  

有効期限   なし   あり（保険者により異なる）   なし   なし   

【健保】  
保険者番号、被保険者記号番号及び3情報（氏名、生年  保険者番号、被保険者番号と4情報（氏名、住所、生年月   

被保険者資格  基礎年金番号と4情報（氏名、住所、生年月  日、性別）   雇用保険被保険者番号と3情報（氏名、生  
の管理方法  日、性別）   【国保】  年月日、性別）   

所、生年月日、性別）   

なし  
なし  

保険者番号、被保険者記号番号及び4情報（氏名、住   〔琵琶霊芝冠藍詳孟悪霊諾琴  
なし  

番号の変更  
（原則、生涯ひとつの番号）  〕  

った日から 
〔妄芸ゝ諾≡鵠慧に異動が生じたときは  なし （ただし、保険者（市町村）を異動すると変更）  〔 〕   

初めて加入した年金制度が共済年金制度の  
場合、その際には、年金手帳は交付されない。  
（ただし、「基礎年金番号通知書」を交付。）   

・世帯単位の交付  
・券面には、氏名・性別■生年月日■住所・資格取得  

備考  年月日・発行機関の所在地・保険者番号名称及び  
印・交付年月日・有効期限のほか、被扶養者の氏  
名・性別・生年月日、組合員及び被扶養者療養給  
付記録を記載  
・媒体は紙  



現行の年金記緑情報の提供方法について  参考資料8  

＼  ＼   年金加入記録照会・年金見込縫試算   年金個人情報提供サービス   
ねんきん定期便 

※  
年金見込嶺試算  

（電子申請）   （ユーザID・パスワード）   

サービス提供者   社会保険庁   社会保険庁   社会保険庁   社会保険庁   

サービス利用可能者   公的年金制度加入者で   
公的年金制度加入者   

公的年金制度加入者   公的年金制度加入者   

〔老齢年金受給者を除く〕   申込日現在50歳以上の方  （共済組合等加入者を除く）   （平成21年4月から）   

①社会保険庁HPから、   ①公的個人認証サービス又は日本認証サー  ①社会保険庁HPから、基礎年金番号、氏名、  ○社会保険庁から社会保険庁で管理してい  
基礎年金番号、氏名、性別、生年月日、住  ビス（株）の「電子証明書」を取得   性別、生年月日、住所等を入力し、「ユーザ  る住所に郵送  
所、現在加入している年金制度の別等を入  ②厚生労働省電子申請・届出システムから  lD・パスワード」取得の申込  
力（申込み）   ①の電子証明書を添えて申込み   ②社会保険庁から、社会保険庁で管理して  
②社会保険庁が年金見込額試算の結果を  いる住所にユーザID・パスワードを郵送  

閲覧・確認方法  社会保険庁で管理している住所に郵送   ③社会保険庁HPから、ユーザ忙巨パスワード  
等を入力して、利用   

●年金見込短   ●年金見込瞳   ●加入履歴   【全年齢共通】  

（共済組合等支給分は除外）  （共済組合等支給分は除外）  （加入制度、事業所名称、資格取得・喪失年月  
日、加入月数等）  ●これまでの加入実績に応じた年金見込鎮  

●加入履歴（加入制度、資格取得・喪失年月   ●加入履歴  ●保険料納付額（被保険者負担分）  

日、加入月数等）   ●過去すべての厚生年金の標準報酬月額及   

月数等）  び国民年金の保険料納付状況（納付、未納、  
免除等の別）   未納、免除等の別）  

※申込日現在50歳未満の方については、  
加入履歴のみを回答  【特定年齢く35歳、45歳、58歳）の方】  

●加入履歴  

（加入制度、事業所名称、資格取得1喪失  
年月日、加入月数等）  

閲覧・確認できる内容  ●過去すべての厚生年金の標準報酬月額  
及び国民年金の保険料納付状況（納付、  
未納、免除等の別）  
※平成21年4月から一定期間は、全年齢  

の被保険者に対して、特定年齢の方と  
同様の内容を送付  

【50歳以上の方】  

●将来の年金見込綾  

【50歳未満の方】  

●年金軽の早見表   

176，339件   327件  
929，741件  

利用件数  
〔 

ユ‾ザIDりぺス 
〕  （平成18年度）   （平成18年度）  

※ 平成19年12月～平成20年10月目途の間は、全ての年金受給者及び被保険者に対して、加入期間及び加入履歴を通知する「ねんきん特別便」を送付。   



現行の医療費通知等について  参考資料9  

医療費通知   レセプト（診療報酬明細書等）開示   
特定健診等の結果に関する情報  

（平成20年4月～）   
介護給付費通知   

情譲提供主体   医療保険者   医療保険者   医療保険者   介護保険者   

個人情報の保護に関する法律第25条  

閲覧・通知に係  
厚生労働省通知 等  行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律第14条 独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律第14条  

る根拠法令  地方公共団体の個人情報保護条例  
等   

①医療保険加入者  

医療保険加入者のうち  
②①が未成年又は成年被後見人の場合にお  

対象者  ける法定代理人  
40歳以上74歳以下の   介護保険被保険者のうち  

③被保険者が死亡している場合は、その遺族  医療保険加入者   サービスを受給している者   

等  

保険者から通知   保険者に対してレセプト開示を請求   保険者から通知  

（頻度は保険者ごとに異なる）  

（例：政管健保の場合）  

とその頻度  本人が直接、次の書類を持参又は郵送により手続  
・診療報酬明細書等開示請求書  

離評語霊雷 
確認・閲覧方法  

保険者又は実施機関からの通知等  

〕  

介護給付費通知を実施している市町村  
・開示請求をされる方の本人確認ができる書類  の数は、全体の約50％（平成18年度）。  

平成22年度末までに実施率を100％  
とすることを目標。   

内容は保険者ごとに異なる  開示請求（依頼）をしたレセプト   特定健診等の内容   内容は保険者ごとに異なる  

（例〉  なお、一般的な記載内容は以下のとおり  
一該当期間にかかった医療費の  ・自覚症状及び他覚症状の有無の検査結果  ・サービス利用月  

確認■閲覧  総顔  
・既往歴の調査結果                t測定結果（身長・体重・腹囲・BMl・血圧）   ・介護サービス事業者名称   

できる内容  t受診した医療機関名称  ・血液検査結果（肝機能・脂質・血糖）   ・サービスの種類  
・区分（入院又は退院日数）  ・尿検査結果  ・サービス利用日数（回数）  

・特定保健指導に関する記録等  ・サービス費用総額  
・利用者負担窺等   

利用件数   2，811万件   6，172件  
（平成18年度） （政管健保）   （政管健保）  

保険者数817   
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l  

l  

1  

1  

t  

l  

1  

1  

1  

1  

ヽ   

土会保障力ード（仮称）のためだけの新たな投資を極力避けるという観点から、以下の関連し得る他の仕組み  
】  

t  

l  

t  

t  

1  

1  

1  

1  

1  

／  

－′5   

等の活用について今後更に検討。   

○ 住民基本台帳カードなどのICチップを搭載した媒体   

○ 公的個人認証などの認証基盤   

○ レセプトオンラインネットワークなどのネットワーク基盤   

○ 電子私書箱（仮称）や電子政府に関連する施策  
、．－－■－－－■－－●■■■■－－－－－－－－－－・－－－－－－－一一－一一－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－・・－－■一－－一一■－‾  
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加入書を特定するための鍵となる情報の選択肢の比較について（検討メモ）  参考資料1  

（第7回検討会資料）  

案1：制度共通の   
案2：カナドの革卵子 

葉虫－・2、：各制度内で   
案4：基本4情報  

統一的な番号  滞環嘩帯革寮 木変的な番号   

○住所・氏名の変更、保険者  
○住所・氏名の変更、保険   の異動があった場合でも、  ○現行制度を変更するもの  ○年金、医療、介護の各の  O「番号」を用いないこと  

者の異動があった場合  個人を特定しやすく、ま  ではないので、いわゆる国  制度内だけで使われる番  から、いわゆる国民総苗  

でも、個人を特定しやす  た、ICチップの情報を書  民総背番号制や番号によ  号なので、案1と比べる  番号制や番号による個人  

く、また、ICチップの   き換える必要がない。   る個人情報のマッチング  と社会的受容性は高いの  情報のマッチングが行わ  

情報を書き換える必要  が行われるとの懸念は、案  ではないか。  れるとの懸念は、案1と  

がない。  ○個人ではなくカードに付   1と比べると小さいので  比べると小さいのではな  

いているものなので、案1  はないか。  ○医療保険、介護保険にお  

○番号を本人も識別でき  に比べると個人情報に関  いては、保険者を変わっ  
メリット  

る形とした場合、オフラ  する懸念は小さいのでは  ても、この番号で個人を  

イン時でもこの番号で  特定することができる。   

⊇  
資格確認等を行うこと  

【  ができるようにするこ  

とが可能。   る形とした場合、オフライ  

ン時でもこの識別子で資  
格確認等を行うことがで  

きるようにすることが可  

。  

≦  ○いわゆる国民総背番号  ○カードが変わる度に識別   
○被保険者番号が変わる度   

○全ての医療保険者や介護  04情報が一致する他人が  

制や番号による個人情  子も変わるので、資格情報  に、カードのICチップ内   保険者のシステム改修が  存在する可能性がある。   
報のマッチングが行わ  を関連付けする機会が案  情報の書き換えなどが必  必要となる。  

れるとめ懸念が生じう   1よりも多い。  
要。  ○外字の扱いが異なるシス  

る。  ○将来、サービス追加時に  

○将来、サービス追加時に新  新たな番号等をカードの  

∃課題  ○新たな番号付番・管理の   たな番号等をカードのⅠ  
ICチップに書き込む必  

1  

仕組みを構築する必要  Cチップに書き込む必要  
要が生じる。   

○住所異動、氏名変更の度  
がある。  

が生じる。   に、カードのICチップ  
○個人情報保護の観点から  ○新たな番号については、  

の書き換えや資格情報の  
○個人情報保護の観点か   個人情報保護の観点から    関係付けが必要。  

らは、番号の目的外利用  禁止する等の措置が必要  は、番号の目的外利用を  

を禁止する等の措置が  禁止する等の措置が必要  

必要と考えられる。   と考えられる。  

⊆  



情報閲覧における脅威と対輩  参考資料2  
（第8回検討会資料）  

カード  端末  社会保持  ポータル 各保険  
リーダ  

A本人確認  

Bサーバ正当性確認  

Cサーバ正当性確認／カード正当性確認  

D本人抽別情報  
－■■■－11111■l■■■■■■lll■■llll■■■■■－■ll■■l■■■－  

F情報表示   E被保険者資格情報   
■■ l■ llll■■ ■ t■■ l■■ lllll■ ll●l■ － ■■ －  

確認される側 ＋＞  確認する側  

情報の流れ ・・－－一一 ト  
※利用端末がセキュリティ技術上の借頼点として必ずしも保障されない場合の一例  

情報閲覧における脅威と対策（1）  

（り正しいカードが正しい所有書によって利用されることを担保で書ること   

要件   想定される脅威   対策   分類  残余リスク   備考   

（D正しい所有者で   借りたカード、拾った  暗証番号（P川）の   技術  ・暗証番号（PIN）を  暗証番号（PIN）を忘れた場   
あることの確認   カード、盗んだカードを  忘れる場合がある。  合に思い出すためのヒントの  

使用し、他人の情報を閲  登録などのサポートが必要。  

覧する。 ［互］   
指紋や静脈等の生体  技術  ・100％の認識率では  ・生体情報をICチップに収録  
情報による認証  ないので、誤認識を  することとなるので、これ  

行う場合がある。  に抵抗感を持つ人もいる。  

・専用の読取機が必要。   

②正しいカードで   lCチップが偽造された   端末システムもしく  技術  カード発行時にカード  ※ICカード発行機関が適切な   
あることの確認   カードを利用される。   は閲覧システムが  内の鍵情報が流出する  安全管理のもとにICカード発  

甘   
カードを正当なもの  リスク（※）   行を行っていれば、本残余リス  

かどうかを認証する。  クは限りなく小さ〈なる。  

1Cチップの中の情報が偽  情幸馴こ電子署名を付  技術  カード発行時（情報収  ※ICカード発行機関が適切な  
造されたカードを利用さ  す。  録前）の情報流出リス  安全管理のもとにICカード発  

ク（※）   行を行っていれば、本残余リス  

れる。 毎  クは限りなく小さくなる。   

（包所有者が正当な   正当なカード所有者だが、  柑と資格情報の   技術  ・オンライン認証により本人   
資格を持つことの  不当な権利主張（加入して  正当性確認  確認をした後、情報閲覧を認   
確認   笹子順の情報閲覧等）  める。   

－2－   



情報閲覧における脅威と封鷺（2）  

（2）正しい閲覧情報が確認で善ること   

要件  想定される脅威  対策   r分類【  残余リスク  備考   

①閲覧情報の完全性  保険者のデータベース  情報登録・更新などの  技術  ・保険者による登録誤り。  
が確保されること   が何者かによって、不  

正に書き換えられる。  

恒三亘〕   

②閲覧情報へのアク  閲覧情報に不正にアク  ・オンライン認証、   技術  

セスの正当性が確保  セスされる。   アクセス制限、履歴   
されること   

⊂二重コ   

証拠保存  

等   

情報閲覧における脅威と対策（3）  

（3）悪意のある書や不正な機器からの攻撃に耐えられること   

要件  ！想定される脅威  対薫  分類   残余リスク  備考   

①カード内情報が改ざ  カードに不正にアクセスし、   ・耐タンパ性が確保された媒体を  技術  端末、中継DBからの鍵情報の流  
んされないこと   カード内情報が改ざんされる。  採用  出により、端末や中継DBのなりす  

■カードが外部機器を認証する。  ましが行われる可能性。  

団  
カードから読み出したデータが  

改ざんされる。 
〔二亘］   

自宅端末がウイルスに汚染さ  ・セキュリティパッチの適用   運用  全ての利用者で統一的な運用が  

れる、ソフトウエアのバグ等に  技術  確保されるか。  

よりカード内情報が改ざんされ  
る。  う指導  

四   中継DB側で電子署名を検証   技術  

②カード内情報が漏洩  カードに不正にアクセスされ、  ・耐タン／く性が確保された媒体を  技術  端末、中継DBからの鍵情報の流  
しないこと  カード内情報が漏洩する。   採用  出により、端末や中継DBのなりす  

・カードが外部機器を認証する。  ましが行われる可能性。  

Tl  
カードから読み出したデータが  技術  端末、中継DBからの鍵情報の流  

出により、端末や中継DBのなりす  

C・D   ましが行われる可能性。  

自宅端末がウイルスに汚染さ  ・セキュリティパッチの適用   運用   全ての利用者で統一的な運用が  

れる、ソフトウェアのバグ等に  技術  確保されるか。   

よりカード内情稚が改ざんされ   

う指導  

ナ   
【   』Ⅷ，閻澗皿＝郡                   漏洩する。  

‾ J‾   



情報閲覧における脅威と対策（3）Ⅶ2  

（3）悪意のある書や不正な機器からの攻撃に耐えられること   

要件   ー 想定される脅威  対薫  己分類【  純金リスク  備考   

③pINが漏洩しな  
いこと   するための鍵情報が漏  

洩する。 巨］   
④表示された後の  残存する閲覧情報への  －一時ファイル（キャッシュ）  運用  情報端末の場合は、全ての   
情報が漏洩しない  不正アクセス   の削除  利用者で統一的な運用が確   
こと   ・一時ファイル（キャッシュ）  保されるか。  

圧］  の暗号化   自宅での閲覧の場合はこの  
脅威をリスクと感じる場合に  
は対策を実施する。   

⑤閲覧情報の機密  
性を確保すること   

圧＝可   

－4－  



資格確認思お贈る脅威と対策  参考資料3  

（第8回検討会資料）  

確認される側 ＋＞  確認する側  

情報の流れ ＝－－‥ ト  

資格確認における脅威と対策（り  

（り正しいカードが正しい持参者によって利用されることを担保で卓ること   

要件   想定される脅威   対策   分類  残余リスク  備考   

①正しい持参者であ  借りたカード、拾った   暗証番号（P川）の  技術    ・暗証番号（P川）を ・受付に時間がかかり、窓口   
ることの確認   カード、盗んだカードを  忘れる場合がある。業務に支障を来す可能性。  

使用し、他人に成りすま  ■本人が意識不明等の場合に  
して、受診される。  は、暗証番号（P川）を入力  

［亘］   
させることができない。  

指紋や静脈等の生体  技術    ・100％の認識率では  ・生体情報をICチップに収録  
情幸削こよる認証  ないので、誤認識をすることとなるので、これに  

行う場合がある。 抵抗感を持つ人もいる。  

・専用の読取機が必要。  

券面情報との照合に  
よる本人確認   能性  

・券面情報が減ると本  
人確認の確信度が減少   

（a正しいカードであ  券面が偽造されたカード  ホログラム等の券面  技術    偽造技術の向上により、 ■券面の特殊加工によリカー   
ることの確認   によって受診される。  特殊加エを施す。  特殊加エまでも偽造さド価格が高〈なる。  

⊂室コ  れる可能性がある。  

lCチップが偽造された   医療機関のカード読  技術    カード発行時にカード  ※ICカード発行機関が適切な  
カードによって受診され  み取り端末がカード  内の鍵情報が流出する 安全管理のもとにICカード発  

る。甘   が正当なものかどう  リスク（※）   行を行っていれば、本残余リス  

かを認証する。  クは限りなく小さくなる。  

lCチップの中の情報が偽  情幸馴こ電子署名を付  技術    カード発行時（情報収 ※ICカード発行機関が適切な  
遺されたカードで受診さ  す。  録前）の情報流出・Jス 安全管理のもとにICカード発  

れる0〔互三可  ウ（※）  行を行っていれば、本残余リス  
クは限りなく小さくなる。   

（3月寺参者が正当な資  正当なカード所有者だが、  lDと資格情報の正当  技術  ・オンライン認証により本人   
格を持つことの確認  不当な権利主張  性確認  確認をした後、資格確認を行  

Jココ  』Ⅱ怒茄黒血皿扉！   n 珂  
＿、＿   



資格確認における脅威と対策（2）  

（2）正しい資格情報が確認で書ること   

要件   】想定書れる脅威  ．  対策   ㌻分類j  残余リスク  備考   

①資格情報の完全性  保険者のデータベース  情報登録・更新などの  技術  ・保険者による登録誤り。  
が確保されること   が何者かによって、不  

正に書き換えられる。  

由   
②資格情報の機密性  保険者のデータベース  ・アクセスできる医療  技術  アクセスできる医療機関を   
が確保されること   が何者かによって不正  どのように認定するか。  

にアクセスされる。  認証する。  

匹〕   －アクセス履歴を一定  

期間保存する。  

等   

資格確屈における脅威と対業（3）  

（3）悪意のある者や不正な機器からの攻撃に耐えられること   

要件  ・想定される脅威  対策  ∃分類‡  残余リスク   備考   

①カード内情報が改ざ  カードに不正にアクセスし、   ・書換不要な情報は書換不可とす  技術  場末、中継DBからの鍵情報の流  
んされないこと   カード内情報が改ざんされる。  る  出により、場末や中継DBのなりす  

・耐タンパ性が確保された媒体を  ましが行われる可能性。  

［可  
採用  
・カードが外部機器を認証  

カードから読み出したデータが  
改ざんされる8 

医療機関の端末がウイルスに  ・セキュリティパッチの適用   運用  全ての医療機関で統一的な運用  
汚染される、ソフトウェアのバ  技術  が確保されるか。  
グ等によりカード内情報が故  
ざんされる。  う指導  

四   中継DB側でカード内情報の電子  
署名を検証   

②カード内情報が漏洩  カードに不正にアクセスされ、  ・耐タンパ性が確保された媒体を  技術  場末、中継DBからの鍵情報の流  
しないこと   力一ド内情報が漏洩する。   採用  出により、場末や中継DBのなりす  

巨］   
・カードが外部機器を認証  ましが行われる可能性。  

カードから読み出したデータが  技術  端末、中継DBからの鍵情報の流  
漏洩する。  出により、端末や中継DBのなりす  

F・G   ましが行われる可能性。  

医療機関職員がカード内情報  制度  

を他者に告知する等して漏洩  技術  
する0 ・アクセス履歴の保存（抑止効果）    運用  

医療機関の端末がウイルスに  ・セキュリティパッチの適用   運用  全ての医療機関で統一的な運用  

汚染される、ソフトウェアのバ  技術  が確保されるか。   
グ等によりカード内情報が改  
ざんされる 

巨＝ら   う指導  

－6－   



レセプトに自動転記される項目  参考資料4  
（第8回検討会資料）  

E医科入院レセプトの場合】  

① 氏名  

② 性別  

③ 生年月日  

④ 保険者番号  

⑤ 被保険者証記号・番号  

⑥ 保険種別1（1：社・国、2：公糞、3：後期、4：退職）  

⑦ 保険種別2（1：単独、2：2併、3：3併）  

⑧ 本人一家族（1：本入、2：六入、3：家入、7：高一、 9：高入7）  

⑨ 給付割合（10、9、8、7、 （））  

⑱ ・公費負担者番号①／公費負担者番号②  
・公費負担医療の受給者番号①／公費負担医療の受給者番号②   



参考資料5  
（第8回検討会資料）  

保険者間をまたがった資格・給付調整の実現方法について（案）  

（資格■給付調整に当たっての課題）  

○ 現行制度において、各保険者は資格・給付調整を行うに当たり、加入者本人に対し他の制度で   
の給付内容等に関する添付書類の提出を求めたり、氏名等の情報を元に他の保険者等に電話で   
問い合わせたりする事務等が発生し、加入者にも保険者にも不便が生じている。  
○ また、結果的に、本来もらえるはずの給付金がもらえなかったり、払わなければならないはずの   
保険料（納付金）が払われなかったりする事例が発生している。  

の受給手続   例1：高嶺介護台宴療養費   

→ 加入者は、まず介護保険者に申請して証明書の交付を受け、それを添付してさらに医療保険者に申請  
する必要があり、加入者にも保険者にも手間がかかっている。  

介隻保険者  医療保険者  

※医療保険、介護保険両方で自己負担縫の比率に応じて支給  

例2：出産育児一時金の支給調整   

→ 被保険者期間が1年以上あれば医療保険の被保険者資格を喪失後6ケ月以内に出産し   
た場合でも出産育児一時金の給付を受けられるが、喪失後別の医療保険者に移っていた   
場合は、異動後の保険者からも出産育児一時金の給付を受けられる（ただし、重複受給は   
不可）。  

保険者異動  出産日  

→斜線部の期間は、A健保組合にもB市国民健康保険にも出産育児潮 音   

亜互藍。現状ではA健保組合が申請を受けた場合、重複して支給を行わないよう、申請   

書の住所情報等を元にB市国民健康保険に電話で問い合わせる等の対応を行ってい   

る。また、他の健保組合の被保険者、被扶養者になっている場合など、異動後の保険   

者が分からないこともあり、支給調整事務に手間がかかっている。  
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B医療保険者  A介護保険者  

医療保険情報  医療保険情報  

番号：潅いろは1234    番号：B203－4321  

ー氏名・性別等  一氏名・性別等  
一資格情報  

厚労太郎さんの  健保花子さんの                                 一資格情報         一給付情報    ー給付情報     ／一／▼  

健保花子さんの  

介護保険情報  

厚労太郎さんの  

介護保険情報  

番号：8011－999999  

－氏名・性別等  

一資格情報  
一給付情報  

番号ニ1234－567890  

－氏名・性別等  

一資格情報  
一給付情報  

同一人物？  

（現行制度）  

O A介護保険者、B医療保険者には、共に「厚労太郎さん」、「健保花子さん」という加入者が存在し、保険   
者ごとに異なる被保険者番号で管理されているが、A介護保険者に加入する「厚労太郎さん」とB医療保   
険者に加入する「厚労太郎さん」が同一人物かはお互い分からない。  
○ このため、各保険制度においては法令上、保険者は資格・給付調整のために、①加入者本人に資料   
の提出を求めることができる、②他の保険者等に資料提供を求めることができる等の規定がおかれてい   
るものの、どの保険者に属しているのかや、同一人物なのか（同姓同名の可能性もある）の確認を行うこ   
とが難しい。  

○ 作業班では、中継DB（仮称）が最小限保有する情報として、氏名、本人を識別する鍵となる情   

報（本人識別情報）及び各保険制度の被保険者番号等（履歴を含む。）を仮定し、保険者間をま   
たがった加入者の特定を行う方法を検討した。  
○ 誰が何を知っていていいか、情報の保有ポリシーについて関係者間の合意がないことから、  

① 中継DB（仮称）は被保険者の資格・給付情報等は保有しないこと、  

②各保険者は加入者の本人識別情報及び他の保険者の管理する被保険者番号を  

保有しないことを前提とした運用を検討する（下図参照）。  

○ 下線部の情報を中継DB（仮  
険暑が保有しない運   

用を前提に次頁以降の検討を   

行った。  

※ 仮にこれらの情報を中継DB・各   

保険者が保有するとすれば、当該   
情報を元に資格・給付調整を行う   

ことで足りる。   

7890 を／／ 適塾重量  

－9－  



保険者間をまたがった資格・給付調整の実現方法例（案）  

介護保険  
本人言戟別情報※   

いろは1234  1234－567890◆   
中継DB（仮称）  ●5★ロC9  B203－4321  

A3D☆dP  369－1111  

本人細別情報は「制度共通の統一的  
な番号」、「カードの托別子」又は「電  
子的な餞ペア」を想定しており、本資  
料での記号に意味はない。  

①A介護保険者は情報を入手したい人物厚労太郎さんに関する   
氏名と被保険者番号「1234－567890」を中継DBに送信  

② 中継DBは、氏名と被保険者番号「1234－567890」を基に、当該   

被保険者が   
・B医療保険者に属していること   

・その医療保険者の被保険者番号「潅いろは1234」   

を抽出  

③ 中継DBは、   
・B医療保険者に属していること   

・B医療保険者の秘密鍵で暗号化した被保険者番号   
（「港いろは1234」→「☆2●Q▲m9」。B医療保険者のみ  

が復号可能）   

をA介護保険者に送信  

④A介護保険者は③を日医療保険者に転送して、厚労太郎さんの   

情報を照会  

⑤ B医療保険者は公開鍵で被保険者番号「☆2●Q▲m9」を復   
号化（「潅いろは1234」）できることにより、中継DBを介した正   

当な問い合わせであることを確認し、A介醸保険者に厚労太郎さ   

んに関する情報を回答   

※ 本人の同意を得て、又は、法令上に規定がある主体間、情報（（例）医療保険   
と介護保険の給付調整のための情報等）についてのみ行うことを想定（個人   
情報保護法制の枠内で運用）   

※（∋については、中継DBからB医療保険者に直接問い合わせ内容を通知する   
及び（又は）⑤について、中継DBを経由して日医疲保険者からA介護保険者   
に回答する等の方法もあり得る。  

被保険者番号   
を暗号化  

氏名：厚労太郎  

医療保険者：？  

番号：1234－567890  
氏名：厚労太郎  

医療保険者：B  

番号：☆2●Q▲m9  

○ 本人の同意がない、又は法令上認められていない情   
報連携が行われることを抑止するため、中継DB及び  

が確認で  各保険者にアクセス月  

のとすることが重要。  

中継DB（仮称）を使った保険者間情報連携の適用例案（1）  

例1：高額介護合算療養費の受給手続（案）  

① 介護保険者（市区町村）は、毎年度各介護保険受  
給者について中継DB（仮称）に所属医療保険者を  

問い合わせ   

② 中継DBは受給者の所属医療保険者名と暗号化し   

た医療保険被保険者番号を送信   

③ 介護保険者は所属医療保険者に対し、暗号化され   
た医療保険被保険者番号を元に、介護保険給付の  
自己負担嶺を伝達するとともに、医療保険者からの   
高額介護合算療養費の支給額を問い合わせ   

④ 医療保険者は介護保険者に高額介護合算療養費   
の支給（予定）嶺を回答   

⑤介護保険者・医療保険者は社会保障ポータル（仮   

称）等を通じて受給者に高額介護合算療養費が支   

給されること及び支給予定額をお知らせ   

⑥ 受給者は、電子申請（又は書面申請）により、介護   

保険者・医療保険者に支給申請（添付書類は不要）   
※医療保険、介護保険両方で自己負担額の比率に応じて支給  

※ 上記の実現には、介護保険法の手続規定（現行では、最初に受給者からの申請が必要とされている）等の改正が必要。  
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中継DB（仮称）を使った保険者問情報連携の適用例案（2）  

例2：出産育児一時金の支給調整   

① 申請者は医療保険者Aに出産育児一時金の支給を申  

請   

② 申請を受けた医療保険者Aは、申請者の同意の上で、  

中継DB（仮称）に申請者の異動前の（又は異動後の）  

所属医療保険者を問い合わせ   

③ 中継DBは医療保険者Aに異動前の（又は異動後の）  
所属医療保険者名（B）と暗号化した医療保険被保険  

者番号を送信   

④ 医療保険者Aは医療保険者Bに対し、暗号化された医   

療保険被保険者番号を元に、申請者に対して出産育  
児一時金を支給状況を問い合わせ   

⑤ 医療保険者Bは医療保険者Aに支給の有無を回答   

⑥ 支給調整が必要なければ、医療保険者Aは申請者に  

出産育児一時金を支給  

○ 上記のほか、将来的には、社会保障における様々な局面での活用が考えられる。  
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参考資料6  
（第8回検討会資料）  

カードが利用できない状況下や  

現行の破保険者証等からカードへの移行期間の  

対応について  

資格確認がで書ない場合の対応①  

分類   ケース   対裳   対策分瀬   

被保険者  ①カードを持ってこない  
（未受領・紛失・忘却－  
緊急時など）、  現行の健康保険言正での運用と同様の対応。   運用  

有効期限切れ  

医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用  

②カードの故障  カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度  

その他、カードの耐久性の向上等   予防   

医療機関   医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   
①カードを読み出す  

運用  

設備がない  カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度  
（未整備、往診等）  

代替手段として携帯電話等の携帯端末での読み出し   システム  

②カードを読み出す  医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用  

設備がない（移行期）        カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度  

医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用  

③カード読み出し  
システムの停止  

カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度  

システムの冗長化（予備システムによるバックアップ）。   予防  

④オペレーションミス  医療機関側での研修や、ミスをチェックできる仕組みを構築。   予防   

※ これらの対策をとった場合のデメリット等も踏まえ、今後、具体的な対応策を更に検討  
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資格確認がで書ない場合の対応（参  

分類   ケース   対策   対策分類   

ネットワーク  
（医療機関と中継  

DB間）   医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用   

中継DB   システムの停止    カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度   

ネットワーク  
システムの冗長化（予備システムによるバックアップ）。   予防   

（中継DBと保険  

者間）   

保険者   ①資格デ・－タ  

反映までの  事後的に、現行と同様のフローで正しい保険者に再請求する。   制度■運用  
タイムラグ  

②誤操作による  運用・予防  
間違ったデータ  
反映   誤った保険者に請求した場合は、現行と同様のフローで処理する。   運用  

医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用  

③システムの停止        カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度  

システムの冗長化（予備システムによるバックアップ）。   予防  

代替システム提供（代行サービス提供等）   運用  
④保険者システム  
の未整備  

医療保険の資格情報を記載した別紙を交付しておく。   運用  

カードに、本人を識別でき、資格確認が可能な情報を記載しておく。   制度   

※ これらの対策をとった場合のデメリット等も踏まえ、今後、具体的な対応策を更に検討  
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現行の介護保険被保険者証に記載されている情報  参考資料7  
（第8回検討会資料）  

①被保険者の番号  

②住所、氏名のフリガナ、氏名、生年月日、性別  
③交付年月日  

④保険者番号、保険者名称及び印  
⑤要介護状態区分等  

⑥認定年月日  

⑦認定の有効期間  

⑧居宅サービス等の区分支給限度基準額及び期間  

⑨（うち種類支給限度基準額）サービスの種類及び種類支給限度基準額  

⑩認定審査会の意見及びサービスの種類の指定  

⑪給付制限の内容及び期間  

⑫居宅介護支援事業者又は介護予防支援事業者及びその事業所の名称、届出年月日  

⑬介護保険施設等の種類、名称、入所等年月日、退所等年月日  

※労災保険の介護補償給付受給者についてはその旨及び常時介護・随時介護の別  

※バウチャーを発行する市町村については、支給限度基準額の欄に「うちバウチャー  

切り分け欄」を設ける。   



参考資料8  
（第7回検討会賃料）  

カⅧ匹の文相生体3薫の比較臆苛もも竃〈作業班検討〆篭〉  

環境を構築できる可能  

市町村への届出機会は多  

く、また、医療保険者、年  

数が多いことから、利用者  

にとっては一般的に利便  

○市町村窓口での対面によ  

る本人確認が可能。  

○年金保険の被保険者や  

ができるかどうか。   

○公的個人認証サービス  

○統一的な取扱やセキュ  

リティ環境を確保する  

ことができるかどうか。   
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参考資料9  
（第7回検討会資料）  

検討資料1：カードの発行・交付方法の概念図（案）  

（出生時フローについて）  

○鮎市町村を交付事務取扱者とし、公的個人認証サービスにオンライン認証の用途を持たせ   

ることとして検討を行った。  

○出生後初めてカードを交付する場合（出生時フロー）として、  

「健康保険証として利用できるカードを発行する案（P．1・2）」と  
「先にカードを発行して後から健康保険証として利用できるようにする案（P．3t4）」   
について検討を行った。  

○それぞれにつき、利用者の利便性向上の観点等から、医療保険の被扶養者届を市町村で受け   
付ける案（P．2■P．4）について検討を行った。  

○両案の共通事項として、20歳到達時等の年金手帳としての機能の付加方法   
（P．5－6）について検討を行った。  

○仮に、カード発行時に併せて、交付対象者からの申請に基づき、オンライン認証の用途を持たせた   

公的個人認証サービスの電子証明書の発行を受ける場合として資料を作成したが、カード交付後   

に必要に応じ、電子証明書の発行を申請する場合や、そもそも電子証明書を用いない場合もある。  

①：健康保険証として利用できるカードを発行する案  
（出生時フロー）  

Pl生まれた子供の医療保険被扶養者届を医療保険者に提出する場合  

P2 生まれた子供の医療保険被扶養者届を市町村に提出する場合  
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①：健康保険証として利用できるカードを発行する案  犠倹者に被∴∴㌍笥を提出する㌧   

発行責任者  

（厚生労働大臣）  

⑦送達された  

情報を収録  
（診厚労大臣を経由して、   

発行DBに4情報＋医療   

保険の被保険者番号を   

送達  

発行DB  
都道府県知事  医療保険者  

⑧カード発行  
○制度統一的な  
番号又はカード  
談別子を用いる  
場合には発番  

③被扶養者認定を   

行い、付番。  

電子証明書（※）を発行  ⑩公的個人認証の  交付事務取扱者   

（市町村）   

④被扶養者の情報  

（4情報＋医療保険の  

被保険者番号）を送達  

課題：どのような形で送達するか  

○一度被保険者に証明書を交付   
し、それを市町村に持参してもら  

（9住基台帳上の4情報   

と一致するか確認  

（存在確認）  

04情報が一致しない場合は   

医療保険者にエラーが返る  

⑨公的個人認証の電子証明書   

（※）発行の申請を送付  

※オンライン認証用途を持たせたもの  

方法も考えられる。  うという  

（D出生届提出（市町村長宛）  

（D公的個人認証の電子証明書（※）   

の発行申請提出（都道府県知事宛）  

⑪電子証明書を載せ  

てカードを交付  
課題：郵送が   

可能かどうか  

②生まれた子供の被扶養者届   

（住民票と同じ4情報を記載する   

ことを求める。）を提出  
課題：現行の板状発音届の記載欄のうち、配偶者である被扶養者  
以外の被扶儲者椰には任所情報の記峨がない  

交付対象者  

（被保険者・被扶養者）  
脚■－ 交付対象者による行動  

①：健康保険証として利用できるカードを発行する葉 上市町村に被扶養者届等を提出する場合   



②：先にカードを発行して、後から健康保険証とし   
て利用できるようにする案（出生時フロー）  

P3 生まれた子供の医療保険被扶養者届を医療保険者に提出する場合  

P4 生まれた子供の医療保険被扶養者届を市町村に提出する場合   



②先にカードを発行して後から健康保険証として利用できるようにする案  

年金手帳としての機能の追加方法  
（両案共通・出生時）  

P5 20歳未満で就職して年金に加入する場合  

P6 未就職で20歳に到達して年金に加入する場合  

－   



年金手帳としての機能の追加方法（20歳末1L；で就職した場た   

■◆●  

発行責任者  

（厚生労働大臣）  ④厚労大臣を経由して、発行DBに   

基礎年金番号＋4情報（又は制度統一   

的な番号、カード識別子、それまで加入   

していた医療保険の被保険者番号）を送達   
⑤送達された  

情報を収録  

年金保険者  

③基礎年金番号を   
付番  

②資格取得届（4情報  
（又は制度統一的な番号、  
カード識別子、それまで加入   
していた医療保険の被保険  

者番号）を記載）を振出  
●－●●■＝■■■  

課題：カードの読み取り環境を  
整えることができるか  

課題：それまで加入していた  
医療保険の被保険者  
番号を牢金保険者を  

経由させることは可能か。  

申請方法  （か資格取得の  

案1＝カードを提示  申請  
案2：4情報を記載  

案3：4情報＋それまで加入していた  
医療保険の被保険者番号を記磯  
案4：制度統一的な番号又はカード  

③’基礎年金番号   

を通知  

識別子を用いる場合にそれらを馴  対象者  
叫・交付対象者による行動  

（被保険者・被扶養者）  

年金手帳としての機能の追加方法（未就職で20歳に到達した場合）  

〉 「T7  

（被保険者山被扶養者）  

－20一   
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検討資料2：カードの発行・交付方法の概念図（案）  

（切替フローについて）  

○仮lこ市町村を交付事務取扱者とし、公的個人認証サービスにオンライン認証の用途を   
持たせることとして検討を行った。  

○社会保障カード（仮称）制度導入時においてすでに発行されている保険証等を切り替えていく  

（切替フロー）について  

①「医療保険者で手続して健康保険証とその時点で有している証を市町村で交付する案（切   

替フロー案1）」と  

②「市町 村で手続して健康保険証とその時点で保有している証を市町村で交付する案（切替   
フロー案2）」について検討を行った。  

○仮に、カード発行時に併せて、交付対象者からの申請に基づき、オンライン認証の用途を持   
たせた公的個人認証サービスの電子証明書の発行を受ける場合として資料を作成したが、   
カード交付後に必要に応じ、電子証明書の発行を申請する場合や、そもそも電子証明書を用   

いない場合もある。  

①切替フロー案1（医療保険者で手続レて健康保険証とその時点で有している証を市町村が交付）  

●
●
－
－
＝
■
＝
■
■
■
－
＝
；
＝
l
＝
＝
＝
＝
＝
＝
＝
＝
 
 
 

健康保険証の発行を委託  発行責任者  

（厚生労働大臣）  
介護保険者  

介護保険証の発 行を委託  
⑤ 送達された  

情報を収録  カードの交付  

事務を委託  
④住基台帳上の4情報と  
一致するか確認した上で、  

厚労大臣に4情報＋基礎  

年金番号、医療保険の被  

保険者記号番号と保険者  

番号、介護保険の被保険  

者番号と保険者番号を送  

達（※1）  

医療保険者  都道府県知事  
発行DB  

付
の
 
 

交
了
録
 
 

⑱
完
登
 
 

○制度統一的な番号  
又はカード識別子を  
用いる場合には発番  ⑱公的個人認証の電  

子証明書（※2）を発行  ⑩カード交付済の通知  
交付事務取扱者   

（市町村）  
③ カード発行代行申請（4情報  

＋医療保険の被保険者記号番  

号と保険者番号を送達）  

⑨市町村を経由して都道府県  
知事に公的個人認証の電子証  

明書（※2）の発行を申請  

⑪ 電子証明  

書を載せて  

カード交付  

⑧ カード交付通知、健康保険  
⑦カード交付  通知  （必須とする）、年金手帳（配布  

れている人）、介護保険証（配  

されている人）を提出。  
①カード発行申請書（発行対象者の4情  

報を記入させるもの）を送付する。  

※1基礎年金番号、介護保険の被保険者番  
号は、市町村が保有している情報を送達  

泣≡2 軒ノライン認証用途を経たせたも軒  

② 発行申請書を提出する。  

交付対象者  
ざ儀供除草に梯潜奉寮、：  

＿り1＿  Ll  



②切替フロー案2（市町村で手続して健康保険証とその時点で保有している証を市町村が交付）  

健康保険証の発行を委託  
発行責任者  

（厚生労働大臣）  
介護保険者  t  

I  

I  

l  

l  

l  

介護保険証の  

発行を委託  ④送達され  
た情報を収録  

1
－
－
－
一
l
一
1
－
－
－
 
－
－
－
－
－
⊥
▼
 
 

③住基台帳上の4情  
報、基礎年金番号と一  

致するか確認した上で、  

厚労大臣に4情報＋医療  

保険の被保険者記号番  

号と保険者番号、基礎  

年金番号、介護保険の  

被保険者番号、保険者  

番号を送達  

カードの交付  

事務を委託  発行DB  医療保険者  都道府県知事  

⑤カード発行  

○制度統一的な   
番号又はカード   
識別子を用いる   
場合には先番  

⑩交付  

完了の  

登録  （診公的個人認証の電  

子証明書（※）を発行  

交付事務取扱者   

（市町村）  

：
：
：
：
：
：
i
～
●
 
 

⑥カード発行情報   

の通知  
⑦市町村を経由して都道府県知  

事に公的個人認証の電子証明書  

（※）の発行を申許  
．．．……．…．．……．．．……‥．一 ・ノ  

⑨ 電子証明書を  

載せてカード交付  

（郵送も可？）  

（争 カード交付・一・  

②送付されてきた案内、健康保険証（必  

須とする）、年金手帳（配布されている人）  

介護保険証（配布されている人）と共に、  

カード発行申請書を提出する。  

の案内を送付  

鮒卜 交付対象者による行動  

（争（音字）：前ページとの違い   交付対象者  

（被保険者・被扶養者）  
※ オンライン認証用途を持たせたもの  

ー22－  

蠣  
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いり 屈性・保険者変更時の手続。力桝ド使用方法  

① 住所変更  

② 氏名変更  

③ 医療保険者変更   

③一1 旧保険者の発行する資格喪失通知を用いる案   

③－2 本人に本人識別情報を通知しておき、これを利用して手続を行う案   
③－3 券面にカードの発行年月日時分秒を記載し、これと氏名・生年月日  

を組み合わせて用い、手続を行う案   

③－4 基本4情報（住民票上の4情報）で手続を行う案  

④ 介護保険者変更  

（2） カード紛失時、破損時の対応方法  

（3） カードの更新方法  

（り（彰 住所変更   



い）② 氏名変更  

医療保険者  

‖‖．．．．．．．  ノ  

変更  の   された           ⑧通   

或2  3   被保険者番号竜   

降  ま   持って、氏名変   

トか  ら   更届の提出  

（国保は市町村  

への転入届時  

同時になされる   
／へ＼   

年金保険者  

（≡〉…仙  

カードの再交付を不要  

とするために、カードの  

裏書で対応できないか。  
組合健保等の場合も、市町  

村でワンストップで手続でき  

ないか。  

交付対象者  

（被保険者・被扶養者）  

ー  交付対象者の行動  

（り⑨－1 匡綴保険者変更 旧保険者の発行する資格喪失通知を用いる案   



くり⑧押2 医療保険者変更 本人に本人識別情報を通知しておき、これを利用して手続を行う案  

（課題）  

人が知覚できる形式で本人識別情  

報を用いる場合には、個人情報の  
マッチングに使用されるおそれが  

ある。  

医療保険者が本人識別  

情報を知ることとなる   
ことが適切か。  

こ・．・l・  
④ 資格取得届と被扶養者届（新たに  

本人識別情報の入力欄を設け、転記  

する）を提出。  

（丑 資格喪失届を提出  

交付対象者  

（被保険者t被扶養者）  
＜一肌W…ち…■岨 憎 交付対象者の行動  

（1）⑧－3医療保険者変更 券面に発行年月日時分秒を記載し、氏名、生年月日と組み合わせて用い、手続を行う案  

（課題）   

タイムスタンプを氏名、生年月日  

と組み合わせて用いれば、本人識別  
情報とほぼ同じ効果を持つため、同  
様iこ個人情報のマッチングに使用さ  

れるとの懸念がある。  

①  
交付対象者  

（被保険者n被扶養者■）  

－25－  

① 資格喪失届を提出  ④ 資格取得届と被扶養者届（発行年   

月日時分秒をカードから転記）を提出  

交付対象者の行動 7   



（り⑨－4 医療保険者変更 基本4情報（住民票上の4情報）で手続を行う案  

発行責任者  

（厚生労働大臣）  ②資格喪失情報を厚労大臣経由  
で発行DBに送達（保険者番号、被  

保険者記号番号をキーに被保険  

者を特定する）  

⑤被保険者記号番号を付香して  

厚労大臣経由で発行D早に送達  

（嘩てし＼る基本4情報  
険者を特定する）  

（参⑥送達された   

情報を収録  

新医療保険者  

着で  

養者Ⅰ  ヽ．＿  

現行  

発行DB  

（中継DB）   
旧医療保険者．  

（課題）  

基本4情報で個人を特定する場合  
外字の用い方や同姓同名同住所の  

例などが原因で不突合が起きる可  

能性がある。   

被扶養者尽には、配偶  
る被扶養者以外の被扶  
は住所記載欄がない。  

㊤一叫一一  

交付対象者  

（被保険者・被扶養者）  

① 資格喪失届を提出  
④資格取得届と被扶養者届（住民票  

上の基本4情報を記述を必須とする）  

を提出  
叫肋間ヰ  交付対象者の行動   

（1）④ 介護保険者変更  



く2）カ岬ド紛失時り破損時の対応方法  

ふ汀・－〝rトれ…レ・▲しu…鏑  交付対象者の行動  

（3）カードの更新  

発行責任者  

（厚生労働大臣）  

④ カード更新 処理  （身性基台帳上の4情報と  

一致するか確認した上で、  
厚労大臣経由で発行DBに、  

発行DB  

（中継DB）  
資格確認端末で読み出し  

た本人識別情報又は4情  

報を送達  認証局  （かカード更新時期  

の案内送付（住所地  

の市町村に再発行手  

続を行うような案内と  

更新申請書などを  

いっしょに送付）  

⑤ カード 再発行  
⑦ 公的な個人認証の電  

子証明書1（※）を発行  
交付事務取扱者   

（市町村）  
案内が届かない  

場合どうするか。  
⑥ 公的な個人認証の電子証  

②カード再発行申請書提出（発行責任者宛）  

② 公的な個人認証の電子証明書（※）の発   

行申請提出（言忍証局宛）  

（∋ 旧カードを提出  

⑧ 旧カードと引き換えで   
電子証明書を載せた  

新力⊥ドを交付  

※ オンライン認証用途を  

持たせたもの  
交付対象者  

帯解防音r】被音責看  
－ご丁一  

交付対象者の行動   




